
展開･先端科目 

単 位 
科 目  公法特別講義 / 国家補償法 （前期） 

２ 

担 当  早川 和宏 

授業内容の概要 

 最高裁判例の中から特に重要なものを取り上げ、以下の能力の涵養を図ることを目的とする。 

①事案・法令の正確な把握、 ②紛争当事者の主張の分析 ③ 争点の把握、 ④裁判所の判断の正確な理解、

⑤自らの意見の文章化 

 いかなる事実に着目し、それをどのように法的主張に構成し、どのような流れで論ずることにより、説得力が生まれ

るのか。受講生との質疑応答を通じ、探求してゆきたい。 

 

授業方法 
毎回の授業につき、判例を２件取り上げる。予め報告者を指名し、①事実の概要、②当事者の主張と争点、③各審

級の判旨、④判決に対するコメント、⑤その他の論点等について、レジュメに基づいた報告を求める。なお、場合に

よっては、予め質問者を数名指名することもある。 

 授業は、概ね授業計画の順に行うが、重要判例が現れたときは、適宜差し替えることにする（授業計画中の事件の

番号は、行政判例百選のものである）。 

 
成績評価の方法 
受講生の人数にもよるが、授業における報告・レジュメの内容、その他の積極的参加の程度及びレポートによって

評価する予定である。 

成績は、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮの５段階で評価する。 
 
授業計画 
第１回 30事件・31事件 

第２回 52事件・74事件 

第３回 79事件・85事件 

第４回 100事件・129事件 

第５回 151事件・160事件 

第６回 167事件・172事件 

第７回 181事件・193事件 

第８回 201事件・209事件 

第９回 226事件・228事件 

第１０回 246事件・最判H18.2.7民集60巻2号401頁 

第１１回 最判H18.7.14民集60巻6号2369頁・最判H18.9.4判時1948号26頁 

第１２回 最判H19.1.25民集61巻1号1頁・最判H19.2.27民集61巻1号291頁 

第１３回 最判H20.9.10民集62巻8号2029頁・最判H21.2.27民集63巻2号299頁 

第１４回 最判H21.4.17判タ1306号207頁・最判H21.12.17：平成21（行ヒ）145（現時点で判例集未登載

第１５回 期末試験 

 

 
使用教材 
  教科書（購入必須）：小早川光郎・宇賀克也・交告尚史編『行政判例百選[第5版]』Ⅰ・Ⅱ（有斐閣・2006年） 
                                           
  参考書（購入任意）： 特になし 
                                 
前提履修科目 行政法1・2を履修済であることが望ましい。 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  ジェンダーと法 （後期集中） 

２ 

担 当  長谷川 卓也 

授業内容の概要 

男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別に関わりなくその個性と能力を十分に発揮すること

ができる社会の実現は、21 世紀の最重要課題であり(男女共同参画社会基本法前文)、司法の場も例外ではない。し

かし、現実の社会においては、ジェンダー(社会的に作られた性差)に基づく固定観念・偏見・役割分担（ジェンダー・

バイアス）が根強く存在し、それは生活の中で個人に刷り込まれ、またシステム的に維持・再生産されている。これが

無意識のままに司法の場に持ち込まれると、司法が人権擁護の使命を十分に果たすことができず、さらには司法自

体が人権侵害を引き起こしかねないという重大な危険を孕んでいる。 

そこで、本授業は、このような司法におけるジェンダー・バイアスの問題に正しく対処しうる法曹を育てるため、 

１ 司法におけるジェンダー・バイアスの実態、原因、対策を考察すること 

２ 上記１の考察を踏まえながら、ジェンダー・バイアスが問題となる実務分野の知識・技能を習得すること 

３ 上記１・２を通じて、ジェンダー・バイアスの問題に限らず広く、既存の社会意識、社会制度、法規範と運用、実務

に潜む問題を、敏感に感得し、深く考察し、解決のために行動できる法曹となるための動機と能力を養成すること

を目的として、実務の事例や社会問題を題材に取ったグループ・ディスカッションと発表、ロールプレイ等の参加型ワ

ークショップによって、議論による思考訓練や実務の疑似体験をする体験型授業を中心に据えた授業を行う。 

 

授業方法 

学生は、毎回事前に指定する文献・資料などを検討して授業に臨み、教室では、当該テーマについて詳しい専門

家であるゲストスピーカーを迎え、（１）基礎的知識の解説講義（２）実務の事例や社会問題を題材に取ったグループ・

ディスカッションと発表、ロールプレイ等の参加型ワークショップを行い、当該テーマに関する理解を深める。 

 

成績評価の方法 

毎回の授業における能動的参加の程度と、テイク・ホーム試験によって評価する。成績はＡ・Ｂ・Ｃ･Ｄ・ＦまたはＮ

（不合格）の５段階による。 

 

授業計画 （内容および順番は、ゲストスピーカーの都合により変更することがある。） 

第1回 総論 

第2回 女性政策のあゆみ－国連の取り組み・日本の取り組み／法とジェンダー 

第3回・第4回 家事事件とジェンダー 
第5回・第6回 刑事事件とジェンダー 

第7回・第8回 職場におけるジェンダー 

第9回 犯罪被害者とジェンダー 

第10回 ドメスティック・バイオレンス 

第11回・第12回 セクシュアル・ハラスメント 
第13回 リプロダクティブ・ヘルス・ライツ／外国人とジェンダー 

第14回 実務家のジェンダー・バイアス 

第15回 テイクホーム試験 

 

使用教材 

第二東京弁護士会両性の平等に関する委員会 司法におけるジェンダー問題諮問会議 編 

『事例で学ぶ 司法におけるジェンダー・バイアス 改訂版』 明石書店、2009 

参考書（購入任意）： 

辻村みよ子著『ジェンダーと法』 不磨書房 

吉岡睦子・林 陽子編著 『実務 ジェンダー法講義』 民事法研究会 

前提履修科目 

なし 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  行政訴訟実務論 （後期） 

２ 

担 当  近藤 卓史 

授業内容の概要 

行政の領域ごとに事例を素材にして行政訴訟全般を学ぶ。種々の行政活動に関し、行政過程のどの段階でどのよ

うな訴訟を提起することが可能で効果的か、そして行政活動の違法性を基礎づける主張をする場合にどのような視点

が必要かを考える。あわせて法律文書作成能力の養成もはかりたい。 

 

 

授業方法 

毎回教科書を利用して課題について起案してもらい、それに基づいて質疑・討論を中心とした内容とする。 

 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業における能動的参加の程度と、期末試験によって評価する。成績評価は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｆ 
またはＮ（不可）の５段階とする。 
 

 

授業計画 

第１回 情報公開 

第２回 まちづくり行政（１） 

第３回 まちづくり行政（２） 

第４回 まちづくり行政（３） 

第５回 まちづくり行政（４） 

第６回 給付行政 

第７回 人事行政 

第８回 公物・公共施設管理行政（１） 

第９回 公物・公共施設管理行政（２） 

第１０回 公物・公共施設管理行政（３） 

第１１回 環境・廃棄物処理行政（１） 

第１２回 環境・廃棄物処理行政（２） 

第１３回 入管行政 

第１４回 総合問題 

第１５回 定期試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 曽和俊文・金子正史編著「事例研究 行政法」日本評論社 

 

参考書（購入任意）：  

 
 

前提履修科目 行政法１・２の単位を取得していること。なお、公法総合も履修済みであることが望ましい。 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  地方自治法 （後期） 

２ 

担 当  早川 和宏 

授業内容の概要 

地方公共団体は、住民にとって最も身近な行政主体である。出生届（転入届）の提出から（考えようによっては、母

子健康手帳の交付から）、死亡届（転出届）の提出に至るまでの間、住民の日々の生活を地方公共団体と切り離して

考えることはできない。しかし、日常的に地方公共団体との関係を意識している住民は、ほとんど居ない。 

地方公共団体と住民とが、良好な関係を維持しているのであれば、あえて「関係」を意識する必要はない。しかしな

がら、住民が自覚しているか否かはともかくとして、法的に見た場合に「良好ではない関係」が散見されることも事実

である。 

そこで、本講義では、地方自治制度全般を概観することにより、地方公共団体の組織・任務や、地方公共団体と住

民との関係等を、法的に捉えなおすことを試みたい。これによって、地域における法的紛争を見出し、解決策を提示

する能力を得られると考えるからである。 

 

授業方法 
授業は、下記の授業計画に従い、宇賀克也『地方自治法概説〔第 3 版〕』（有斐閣・2009 年）を使用して、講義形式

で行う（授業計画は、授業の進行予定を示すものであり、必ずしも 1 回の講義ごとに対応しているわけではな

い）。講義の順序は、テキストと一致するわけではないので、予習についてはTKCを通じて指示する。 

 講義形式をとりつつも、憲法、行政法等の基礎的な知識につき、適宜発言を求めることにより、可能な限り双方向の

授業を試みたい。 

 
成績評価の方法 
授業における積極的参加の程度（発言や場合によっては提出物を含む）及び期末試験によって評価する。成績

は、A・B・C・D・F又はNの5段階で評価する。 

 
授業計画 
第１回 地方自治の考え方 

第２回 地方公共団体の種類 

第３回 地方公共団体のしごと 

第４回 地方公共団体の組織(1) ～基本原理・議会～ 

第５回 地方公共団体の組織(2) ～長・その他の執行機関・地方公務員～ 

第６回 地方公共団体の活動形式(1) ～法令の執行者として～ 

第７回 地方公共団体の活動形式(2) ～立法者としてⅠ～ 

第８回 地方公共団体の活動形式(3) ～立法者としてⅡ～ 

第９回 地方公共団体の活動形式(4) ～調整者として～ 

第１０回 地方公共団体の活動形式(5) ～給付の提供者として～ 

第１１回 地方公共団体の財政(1) ～予算から決算まで～ 

第１２回 地方公共団体の財政(2) ～住民監査請求・住民訴訟Ⅰ～ 

第１３回 地方公共団体の財政(3) ～住民監査請求・住民訴訟Ⅱ～ 

第１４回 地方公共団体を育てる？ ～主権者の力～ 

第１５回 期末試験 

 
使用教材 
  教科書（購入必須）：宇賀克也『地方自治法概説〔第3版〕』（有斐閣・2009年） 
                                           
  参考書（購入任意）：磯部力・小幡純子・斎藤誠編『地方自治判例百選〔第3版〕』（有斐閣・2003年） 
                                 
前提履修科目 なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  少年法 （後期集中） 

２ 

担 当  葛野 尋之 

授業内容の概要 

 第１に、少年法の歴史、理念、構造、手続などについて概説する。第２に、捜査手続、調査・審判手続、少

年事件の刑事手続、処分執行手続において弁護人・付添人がどのような活動をなしうるか、またなすべきかを

考える。第3に、これらをもとにして、少年法をめぐるアクチュアルな問題の法的解決方法を検討する。 
 これらを通じて、刑事手続に関する理解を確認しつつ、それとの対比をも通じて、少年法や少年手続につい

ての基本的理解を得ることが、この授業の目標である。 
 
 

授業方法  

 基本的に講義によって授業を進める。講義レジュメを適宜配布する。そのうえで、問題点について議論する対話形

式で授業を行う。適宜、問題のリアルな理解を深めるため、視聴覚教材を活用する。 

 講義期間中、２回、授業内容に関する簡単なリポートを提出してもらう（A４で１枚程度）。 

 受講者の関心と理解に応じ、多少、授業進行の順序にずれが生じるかもしれない。 

 

成績評価の方法 

 最終試験（７０％）、出席とレポート（３０％）を総合的に評価する。 

 成績はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＦまたはＮの５段階とする。 

 

授業計画 

第1回 少年法と被害者（1）----「責任」と「償い」と「対話」 

第2回 少年法の基本的性格と歴史 

第3回 非行の発見・捜査、家裁への事件送致 

第4回 家裁の調査と審判（１） 

第5回 家裁の調査と審判（２） 

第6回 保護処分（１） 

第7回 保護処分（2） 

第8回 非行事実の認定と適正手続の保障 

第9回 処遇決定と適正手続の保障 

第10回 少年弁護の意義と機能 

第11回 少年に対する刑事処分 

第12回 少年の刑事手続、裁判員裁判 

第13回 少年事件と報道 

第14回 少年法と被害者（2） 

第15回 期末試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：  

澤登俊雄『少年法入門〔第４版〕』（有斐閣、2008年。なお、改訂版が出た場合には最新版を使用する） 

 

参考書（購入任意）：  
 葛野尋之編『改正少年法を検証する』（日本評論社、２００５年） 

 

前提履修科目 

 刑法１・２、刑事訴訟法１・２を履修済みであることが望ましい。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  環境法１ / 環境紛争と法 （後期） 

２ 

担 当  坂口 洋一 

授業内容の概要 

 この授業では、環境法の訴訟と制度を検討し、争点を整理し、環境紛争解決の実際と方法を学ぶ。 授業では、第

一に、環境基本法、環境影響評価法、水質汚濁防止法、大気汚染防止法、京都議定書、廃棄物処理法などの仕組み

を理解する。 第二に、判例と設例を取り上げ、公害・環境紛争の司法的解決の理論と実際の問題を学習する。 

 

 

授業方法   

 下記の「授業計画」に従い、第一に、環境法の基礎知識の理解を固め、第二に、参加者の判例研究の報告を基に

質問・討論によって理解を深めるように努力したい。 

 

 

成績評価の方法 

 期末試験（８０％）、授業中の討論参加（２０％）の総合で行う。 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮ（不可）の５段階による。 

 

 

授業計画 

第１回 環境法の歴史、西淀川事件などの判例研究 

第２回 環境基本法、山王川事件などの判例 

第３回 持続可能な社会と環境法の原則、新潟水俣病事件などの判例 

第４回 環境影響評価法と事例研究、大阪国際空港事件の判例 

第５回 水質汚濁防止と法 １ （民事訴訟）、横田基地公害訴訟の判例 

第６回 水質汚濁防止と法 ２ （国家賠償法）、ダック事件などの判例 

第７回 水質汚濁防止と法 ３ （規制システム）、廃棄物焼却場差止事件などの判例 

第８回 大気汚染防止と法 １ （大気汚染訴訟の事例研究）、京都有楽荘事件など眺望・景観侵害の判例 

第９回 大気汚染防止と法 ２ （規制システム）、国立高層マンション景観侵害事件などの判例 

第１０回 京都議定書、アマミノクロウサギ処分取消訴訟などの判例 

第１１回 温暖化防止の国内法、オオヒヒクイ事件などの判例 

第１２回 生物多様性の確保、日光太郎杉事件などの判例 

第１３回 自然公園、里地里山の保全、伊場遺跡事件などの判例 

第１４回 廃棄物処理法と事例研究、豊島産業廃棄物公害事件などの判例 

第１５回 期末試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 坂口洋一 『環境法ガイド』 上智大学出版、２００７年 

教科書（購入必須）： 淡路剛久・大塚直・北村喜宣編 『環境法判例百選』 別冊ジュリスト 有斐閣、２００４年 
 

 

前提履修科目 

   なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  環境法２ / 環境法政策 （前期） 

２ 

担 当  坂口 洋一 

授業内容の概要 

 この授業では、公害・環境汚染の防止、開発と環境の保全、都市環境の保全、循環共存型社会の形成の各領域を

取り上げ、環境法政策の実現手段を学び、環境問題の解決能力を深める。 

 

 

授業方法   

 下記の「授業計画」のテーマに従い、第一に、環境法政策の基礎知識を確認し、第二に、設例・事例問題を取り上

げ、発表、質問・対話の形式で進める。環境法の理解を深めるためには、討論が必要なので、事前の準備を期待し、

積極的な参加を望みたい。 

 

 

成績評価の方法 

 期末試験（８０％）、授業中の討論参加（２０％）の総合で行う。 Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮ（不可）の５段階による。 

 

 

授業計画 

第１回 環境法政策、環境民事訴訟 

第２回 環境問題の解決手法、環境行政訴訟 

第３回 環境法の規制システム、水俣病１－企業の責任 

第４回 環境の経済的手法、水俣病２－行政の責任 

第５回 環境法と国・自治体の関係、大気汚染１－損害賠償 

第６回 環境行政訴訟の技術、大気汚染―差し止め 

第７回 循環型社会と法、廃棄物 

第８回 環境問題に関する行政的対応、化学物質 

第９回 公共事業と環境影響評価、 

第１０回 土壌汚染対策、 

第１１回 都市と景観 

第１２回 自然環境の保全 

第１３回 国際環境法と国内環境法の関係、有害廃棄物の越境移動 

第１４回 環境法の実施・執行、企業の環境保全システム 

第１５回 期末試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 日本弁護士連合会編『ケースメソッド・環境法(第２版)』日本評論社、２００６年 

 

参考書（購入任意）： 大塚直・北村喜宣編 『環境法ケースブック(第２版)』 有斐閣、２００９年 
 

 

前提履修科目 

  なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  労働法１ （後期） 

２ 

担 当  岡部 史信 

授業内容の概要 

 本講座では、労働法の仕組みと働きを正確に把握することを第一義的目的とします。その中でも特に、いわゆる個

別的労働関係法分野および労働市場法分野それぞれの基本構造を十分に理解しつつ、その背景にあるもの、法や

政策の不備、現状および将来的な課題も意識しつつ、使用教材の個々の設問を検討していきたいと考えています。

なお、授業形式は、可能な限り双方向でありたいと考えているため、積極的に発言してくれることを期待しています。 

 

授業方法   

 下記の授業計画に示したテーマごとに、基礎理解がなされているか確認（質問と概説）し、さらに重要論点を整理し

てゆきたいと考えています。その上で、使用教材の基礎的・応用的な関連連問題について対話形式で議論すること

を目指したいと思っています。なお、授業に関連した内容についてのレポート提出を適宜求めることも予定していま

す。 

 

成績評価の方法 

 授業への出席、授業での積極性（予習・復習の状況、発言など）、課題レポートなどの提出状況、期末試験の成績を

総合評価します。成績は、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」、「Ｄ」、「Ｆ（評価結果による不可）またはＮ（出席不良による評価不能）」の

５段階です。 

 

授業計画 

第１回 労働法総論―労働者の人権および権利と労働法― 

第２回 労働契約と就業規則 

第３回 採用・採用内定・試用 

第４回 賃金 

第５回 労働時間―原則的労働時間制度― 

第６回 労働時間―変形労働時間、その他― 

第７回 休憩・休日・休暇 安全衛生 

第８回 人事 

第９回 懲戒 

第１０回 女性労働 

第１１回 派遣労働者・請負労働者をめぐる諸問題 安全衛生と労働災害 

第１２回 安全衛生と労働災害 

第１３回 解雇・雇止め・辞職 

第１４回 労働契約法 

第１５回 期末試験 

＊授業は上記のように計画しているが、進行状況により多少変更することもある。 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：  

             荒木尚志ほか『ケースブック労働法第2版』（有斐閣） 

 

参考書（購入任意）： いちおう、菅野和夫『労働法』（弘文堂）を自習用に推薦しておくが、その他各自すでに使用

している参考書があればそれを使用してください。 

 

前提履修科目 

 特に指定しないが、憲法、民法、行政法などを並行して学んでください。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  労働法 2 （前期） 

２ 

担 当  山崎 隆 

授業内容の概要 

 本講座では、労働法の学習が初めてである学生や学習がまだ浅い学生に対して、基本書の読み込みを中心とした

講義を行なうことにより、基礎的な事柄について一通り理解していただくことを目指すものとする。本講座では、団体

的労使関係のみが講義の対象となるので、個別的労働関係については労働法 1(後期)を受講しなければ講義を通じ

ての学習の機会はないことをお断りしておく。 

本講座では、基本書の読み込みのための予習課題を示すこととするが、受講者各人が適宜それを取り扱ってよい

こととし、特に提出・発表を求めない。ただ、講義の理解度を確認することを主たる目的として、14 回の講義中 2 回程

度レポート課題を課し、採点・添削し成績評価に加えることとする。 

以上により、団体的労使関係法の基礎的な事柄の理解を深めるとともに正確な知識の定着を図り、レポート課題の

起案を通じて論点抽出力、論点に対する論理展開力および論述表現力などを涵養することを目的とする。 

授業方法 

 基本書の読み込みを中心とする。適宜、事例を紹介し、受講者の理解の一助とする所存であるが、昨今、世上に団

体的労使関係たる紛争事例がほとんど見受けられず、概念的な学習を余儀なくされることは否めない。 

なお、講義中、質疑応答が行なわれるのが望ましいが、それを強いることなく講義を進めるので、できるだけ受講

者の側から活発に働きかけてほしい。 

成績評価の方法 

 講義への出席状況、提出対象とするレポートの提出状況およびその内容、期末試験（テイクホーム形式）の成績を

総合評価する。成績は、「A」、「B」、「C」、「D」、「F」（評価結果による不可）または「N」（出席不良による評価不能）の 5

段階による。 

 

授業計画(体系的に下記のとおり整理するが、内容のボリュームにより前後することがある) 

第１回 団体的労使関係法の基本的理念、労働組合1（序説、概念と要件） 

第２回 労働組合2（組織と運営、組織の変動） 

第３回 団体交渉1（意義、法的取扱い、諸形態、労使協議制) 

第４回 団体交渉2（主体、対象事項、手続、団体交渉拒否の救済) 

第５回 労働協約1（総説、成立要件、効力) 

第６回 労働協約2（効力拡張、終了) 

第７回 団体行動1（法的保護の内容、正当性) 

第８回 団体行動2（正当性のない争議行為と法的責任、使用者の争議対抗行為) 

第９回 不当労働行為1（救済制度の意義、目的、特色、成立要件） 

第１０回 不当労働行為2（禁止の私法上の効果、私法上の救済内容) 

第１１回 団体的労使関係紛争の解決手続1（労働委員会による解決手続・調整手続） 

第１２回 団体的労使関係紛争の解決手続2（不当労働行為の行政救済手続） 

第１３回 団体的労使紛争の解決手続3（裁判所による解決手続） 

第１４回 団体的労使関係法の総まとめ、要点復習、レポート課題講評 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）: 菅野和夫『労働法第八版』（弘文堂）－但し、改訂版が出版されたら最新版を使用する。 

別冊ジュリスト労働判例百選〔第八版〕（有斐閣） 

参考書（購入任意）: 予め指定しない。講義において適宜資料を配布する。 
 

前提履修科目   

  特に条件は定めないが、できるだけ上記教科書を通読しておくことが望ましい。 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  憲法訴訟論 （前期） 

２ 

担 当  川端 和治 

授業内容の概要 

 憲法が保障する人権は、究極的には司法手続きを経て実現される。この授業は、憲法上の権利そのものではなく、

その実現の手続きの法制度を理論的かつ実務的に探究し、そのことにより、誰のどのような権利がどのような手続き

を経て、どのような効果を持つ判決で保障されるのかを明らかすることを目指す。具体的には、憲法訴訟の要件、憲

法判断の方法と基準、憲法判決の形式と効力など、憲法訴訟論の主要な論点について、我が国の判例を批判的に

検討することによって、あるべき憲法判断の手続を学ぶ。素材は憲法判例であるが、検討されるのは行政事件訴訟

法、民事訴訟法、刑事訴訟法が、憲法訴訟においてどのように応用されるのかという、憲法訴訟の実務とスキルであ

る。なお必要に応じ、米国連邦最高裁の判例も参照する。本科目はあくまでも憲法訴訟手続きの理論と実務に

関する科目であり、憲法の復習を行う科目ではないので、選択に当たり留意されたい。 

 

授業方法   

  ＴＫＣ教育研究支援システムによって、教科書の予習箇所と検討しておくべき判例を毎回指定し、また毎回のテー

マについての参考文献・資料及び簡単な解説をあらかじめ配布し、当日は、指定された判例を全文読んできたことを

当然の前提として、ソクラティックメソッドでテーマについて質疑及び討論を行う。 

 

成績評価の方法 

  毎回の授業における能動的参加の程度（３０％）と、期末試験（７０％）によって評価する。成績はA・B・C・D・Fまた

はN（不可）の５段階とする。 

 

授業計画 

第１回 憲法訴訟の制度 

第２回 憲法訴訟の手続き （１）司法判断適合性・事件性の要件 

第３回 憲法訴訟の手続き （２）違憲主張の適格 

第４回 憲法訴訟の手続き （３）訴えの利益（ムートネスの法理） 

第５回 憲法訴訟の手続き （４）立法の不作為訴訟 

第６回 憲法判断の方法 （１）政治問題の法理 

第７回 憲法判断の方法 （２）合憲限定解釈・合憲性推定の原則 

第８回 憲法判断の方法 （３）立法事実論・公共の福祉論 

第９回 憲法判断の基準 （１）合理性の基準・中間審査の基準 

第１０回 憲法判断の基準 （２）厳格な審査基準 

第１１回 判決の形式と効力 （１）法令違憲・適用違憲 

第１２回 判決の形式と効力 （２）宣言判決と差し止め命令 

第１３回 判決の形式と効力 （３）事情判決の法理・将来効 

第１４回 憲法訴訟の機能 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 戸松秀典著「 憲法訴訟［第２版］」（有斐閣 ２００８年） 

 

参考書（購入任意）：  なし 
 

前提履修科目 

 なし（但し、行政事件訴訟法、民事訴訟法、刑事訴訟法の理解が前提となる） 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  情報法 （前期） 

２ 

担 当  近藤 卓史 

授業内容の概要 

 高度情報化がすすむ現代社会において、「情報」が「法」とどのようなかかわりをもつのか明らかにし、情報と

法に関する現代的課題を検討する。授業では、憲法２１条が保障する表現の自由の基本原理をふまえたうえ

で、表現の自由が「情報」との関係でどのように具体化され、またどのような制約をうけるのか、具体的事例を素

材に検討を加える。メディアの表現・報道の自由、名誉毀損と表現の自由、プライバシー侵害と表現の自由、情

報公開法制、個人情報保護法制について判例を中心に扱う。 

 

授業方法 

 ＴＫＣ教育研究支援システムによって、毎回の講義に関する参考文献、参考資料を事前に提供し、当日はそ

れを前提として双方向の授業を行う。 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業における能動的参加の程度と、期末試験によって評価する。成績評価は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｆまたは

Ｎ(不可)の５段階とする。 

 

授業計画 

第１回  表現の自由の一般理論  

第２回  メディアの表現・報道の自由（１） 

第３回  メディアの表現・報道の自由（２） 

 第４回  名誉毀損と表現の自由（１） 

 第５回  名誉毀損と表現の自由（２） 

 第６回  プライバシー侵害と表現の自由（１） 

 第７回  プライバシー侵害と表現の自由（２）・放送の自由 

 第８回  性表現と表現の自由・営利的表現と表現の自由 

 第９回  インターネットと表現の自由 

第１０回 情報公開法（１） 

第１１回 情報公開法（２） 

第１２回 情報公開法（３） 

第１３回 個人情報保護法（１） 

第１４回 個人情報保護法（２） 

 第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： なし 

 

参考書（購入任意）： 芦部信喜「憲法学Ⅲ」有斐閣 
               松井茂記「マス・メディア法入門」日本評論社 

               宇賀克也「新・情報公開法の逐条解説」有斐閣 

              宇賀克也「個人情報保護法の逐条解説」有斐閣 
 

前提履修科目 

 基本的人権の基礎の単位を取得していること。 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  消費者法 （後期） 

２ 

担 当  池本 誠司 

授業内容の概要 

 消費者問題は、現代社会の中で広範かつ深刻な被害が多発している分野であり、市民から相談・受任する事

件も多い。また、消費者関係特別法の制定・改正も頻繁に行われ、消費者庁の創設など消費者行政システムの

動きも大きい分野である。 

 訪問販売被害、クレジット契約被害、投資勧誘取引被害、サラ金多重債務被害、欠陥商品被害など、多発す

る消費者被害事件について、法律実務家として適切に対処・救済できるよう、民法の原則を修正する解釈論の

展開と、特定商取引法、割賦販売法、消費者契約法、貸金業法、利息制限法などの特別法の概要を把握し、理

論と実務を総合的に検討する。民事的対処のほか、消費者被害の防止に向けた消費者行政の対応と弁護士の関

与についても検討する。 
 

授業方法   毎回のテーマに関連する検討事例を事前に提示し、これについて民法の解釈適用と特別法の適用

関係の概要を事前学習することを期待し、当日は、質疑を交えつつ、争点の理解に力点を置く。

 

成績評価の方法 

 授業で取り上げたテーマの中から期末試験を行う。成績はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮの５段階で

評価する。 

 

授業計画 

第１回  消費者法の特徴と民法との関係。訪問販売被害とクーリング・オフ（特定商取引法１） 

第２回  不当勧誘行為と契約取消権（消費者契約法１、特定商取引法２） 

第３回  通信販売とインターネット取引（特定商取引法３、電子消費者契約特例法） 

第４回  継続的役務提供契約と不当条項の規制（特定商取域法４） 

第５回  不当条項の効力制限（消費者契約法２） 

第６回  利殖商法被害（特定商取引法５、無限連鎖講防止法、出資法、特定商品預託法） 

第７回  投資勧誘取引被害と不法行為法理の活用 

第８回  消費者取引における過失相殺 

第９回  販売契約の解除・取消とクレジット契約の効力（割賦販売法１） 

第１０回 クレジット取引の適正化（割賦販売法２） 

第１１回 多重債務と貸金業の規制（利息制限法，出資法，貸金業法） 

第１２回 多重債務整理の諸手続（破産、個人再生、任意整理） 

第13回 欠陥商品被害と未然防止・救済（製造物責任法） 

第14回 消費者団体訴訟制度、公益通報者保護法、違法収益剥奪制度、消費者庁と地方消費者行政。 

第１５回 期末試験 

 

教科書       日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編「消費者法講義（第３版）」日本評論社 

参考書       大村敦志「消費者法（第３版）」有斐閣 

「消費者法判例百選」有斐閣（近刊） 

斉藤・池本・石戸谷「特定商取引法ハンドブック（第3版）」日本評論社 

 

前提履修科目   民法１、民法３、民法４を履修済みであることが望ましい。 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  民事法特別講義２ （後期） 

２ 

担 当  田中 宏 

授業内容の概要 

実務で多く取り扱われる紛争類型をとりあげ、その解決－主として訴訟による－のために民法を中心とする実体法

がどのようにして使われるか、また、訴訟法がどのように機能しているのかを学修する。紛争事例をもとに、法律基本

科目で学修した事項を補い、必要に応じて民事訴訟法や証拠と事実認定の領域にも踏み込み、実務的視点から、法

律基本科目の知識を検証・補充・展開することを目的とする。また要件事実論については、指定したテキストの解読に

とどまらず、その役割について批判的に考察することを目標とする。 

 

授業方法 

①仮設の事例を素材とした、当事者のとるべき攻撃防御方法についての考察や、②判例を素材とした規範の検討

など、実務における武器の組み立て方について検討する（詳細は別途告知する）。③授業は、一方的な講義ではな

く、練習型のUｂｕｎｇを旨とする。 

 

成績評価の方法 

 期末テストを基本とするが、演習への参加状況（出席・発言・提出物等）も点数調整要素として使用することがある。

成績評価は、ＡＢＣＤＦまたはＮの５段階とする。 

 

授業計画 

第１回 導入・売買契約に関する紛争（１） 

第２回 売買契約に関する紛争（２） 

第３回 貸金に関する紛争（１） 

第４回 貸金に関する紛争（２） 

第５回 不動産所有権に関する紛争（１） 

第６回 不動産所有権に関する紛争（２） 

第７回 不動産所有権に関する紛争（３） 

第８回 賃貸借契約に関する紛争（１） 

第９回 賃貸借契約に関する紛争（２） 

第１０回 動産所有権に関する紛争（１） 

第１１回 動産所有権に関する紛争（２） 

第１２回 債権の帰属に関する紛争（１） 

第１３回 債権の帰属に関する紛争（２） 

第１４回 総合 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 司法研修所『改訂紛争類型別の要件事実』（法曹会），事例研究民事法（日本評論社）（ただ

し，後者はすべての事例を取り扱うわけではないので，該当箇所を図書館等で参照する方法でもよい） 

参考書（購入任意）： 民法全般をカバーするものとして潮見『入門民法（全）』（有斐閣）。 
 

前提履修科目： 民事法総合１、民法１～６、民事訴訟法１・２、民事法総合２を履修済みであることが望ましい。 

 

【留意事項】紙面の関係で講座の趣旨や運営方法について十分に説明しきれない。開講（後期）までに補充説明書

を掲載するので、あわせて精読されたい。 
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展開・先端科目     

単 位 
科 目  医事法1（医療と法） （前期） 

２ 

担 当  釘澤 知雄 

授業内容の概要 

人間は、医療と絶えず接触し、医学の進歩による恩恵を受けています。しかし、常に患者や家族と医療関係者との

意見・利害が一致する訳ではなく、両者が相反する場合もあります。その時、どちらの意見・利害が優先ないし尊重さ

れるべきなのでしょうか。又、医学は日進月歩で進歩し、例えば生殖補助医療分野では民法等が全く予定していなか

った親子関係や家族関係を産み出しています。近い将来、クローン人間を作り出すことができるようになるかもしれま

せん。しかし、医学の進歩の名の下に、或いは患者の希望の名の下に、医師はあらゆる医療行為を行うことが許され

るのでしょうか。このような様々な問題を憲法、民法、刑法など関係法規を横断的に検討し、医療と法律（生命倫理）が

どのような関係にあるかを考え、法的なバランス感覚を養うことを目的としています。 

 

授業方法   

指定教科書以外にＴＫＣ教育研究支援システムに該当テーマに関する参考文献・参考資料などを事前に掲載する

ので、受講生各自が授業前に検討しておき、講義当日は主として学生間の質疑・討論をし、講師は適宜コメントや意

見を述べ、当該テーマに関する理解を深めてもらおうと思っています。また、講義を通じて生殖補助医療法ないし生

命倫理法を起案して貰うことも考えています。更に、講義内容に関連して、産婦人科医、弁護士、政治家、宗教家、臓

器移植コーディネーター等による講演を随時盛り込む予定であり、講義が前後・変更される可能性があります。 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業における能動的参加の程度と期末試験（レポート）によって評価する。成績はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｆ（不可）の５

段階によります。 

 

授業計画 

第１回 配偶者間の人工授精・体外受精及び凍結精子・凍結受精卵の帰属 

第２回 非配偶者間の人工授精・体外受精における父親・母親の決定 

第３回 非配偶者間の人工授精・体外受精によって出生した子の出自を知る権利 

第４回 代理母の是非及び代理母が許されるとした場合の代理母契約の内容 

第５回 代理母の出生児引き渡し拒否など代理母をめぐる法的なトラブルとその処理 

第６回 中絶・減数（減胎）手術、堕胎罪、母体保護法 

第７回 出生前診断・着床前診断 

第８回 嫡出推定規定、離婚後３００日問題、親子関係不存在確認訴訟 

第９回 ＨＩＶ・遺伝子診断による差別、個人情報の管理及び遺伝病等の告知とプライバシー 

第10回 臓器移植、特に提供者本人の意思と遺族の意思を中心として 

第11回 医療を受ける権利及び医療を拒否する権利―輸血の拒否・延命拒否― 

第12回 重篤な障害を持った出生児の延命治療停止、安楽死、尊厳死、クオリティーライフ 

第13回 性同一性障害等 

第１４回 患者（医師）はどこまで許されるのか（美容整形、デザイナー・ベビー、クローン・ベビー）。 

第１５回 期末試験なし テイクホームレポートとします 

 

使用教材 

教科書（購入任意）： 実務医事法講義（加藤良夫編著・民事法研究会） 

参考書（購入任意）： 適宜、ＴＫＣで告知する。 
 

前提履修科目 

  なし。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  医事法２ / 医療関係訴訟論 （後期） 

２ 

担 当  上田 正和 

授業内容の概要 

  社会的にも注目を浴びている医療関係事件について，主として患者側代理人の立場から，一連の手続の流れ

とその際に問題になってくる実体法上・手続法上の重要問題を取り上げ，医療関係事件への関心及び理解を深

めることを目的とする。単に結論を追い求めるだけでなく，色々と考えながら学ぶことを目指したい。 

  医療関係事件は専門性が高いと言われ，とりわけ患者側代理人にとっては困難な類型の事件であるが，専門

訴訟の代表例として近年の民事訴訟法改正問題をリードし，証拠保全（検証），争点証拠の整理手続，書証，

尋問，鑑定，和解等の民事訴訟法上の様々な手続が登場し，実体法（民法）上も，過失論（医療水準論），因

果関係論，損害論等の興味深い法的論点（重要判例）が数多く存在する。 

  民法や民事訴訟法そして民事訴訟実務の総まとめ（総合的な復習ないし確認）とも言える内容を有するもの

とし，民事法全般についての実践的な理解を深めるために有用なものとしたい（なお，刑事法上の諸問題も合

わせて取り上げる）。医学的な専門知識は不要である。 

 

授業方法 
  ＴＫＣ教育研究支援システムによって，事前に，毎回の授業テーマについての教員作成のレジュメ及び参考
資料を提供する。 
  毎回の授業は，教員作成のレジュメに沿って講義と質疑討論を適宜組み合わせることによって進められる。 
 
成績評価の方法 
  毎回の授業への積極的な参加の程度（平常点）と期末試験によって総合的に評価する。成績評価は，Ａ・Ｂ・
Ｃ・Ｄ・Ｆ又はＮ（不可）の５段階とする。 
 
授業計画 
   第１回  医療関係事件の特徴，医療関係事件の手続全体の流れ，相談や受任に当たっての留意点 
   第２回  医療記録（カルテ類）の収集（１） 
   第３回  医療記録（カルテ類）の収集（２），医療記録入手後の作業（調査，協力医，説明会開催） 
   第４回  示談交渉の申入れと進め方 
   第５回  訴訟提起と法律構成（債務不履行と不法行為） 
   第６回  訴訟手続の特徴（争点証拠の整理手続，診療経過一覧表），訴訟における主張・立証の方法 
   第７回  過失論（医療水準論） 
   第８回  因果関係をめぐる議論（証明の程度，不作為と因果関係，原因競合事案） 
   第９回  損害論（損害の種類，損害の評価） 
 第１０回  立証手続（書証，私的鑑定意見書，尋問，鑑定） 

 第１１回  示談や和解による解決（条項）と判決，医療関係事件の解決に際しての特徴や留意点 

 第１２回  自己決定権と説明義務，がんの告知 

 第１３回  医療過誤と刑事事件（刑事法上の問題点）（１） 

 第１４回  医療過誤と刑事事件（刑事法上の問題点）（２），死因の解明と解剖 

 第１５回  期末試験 

 
使用教材 
①重要参考書（購入推奨）：加藤良夫・増田聖子 著『患者側弁護士のための実践医療過誤訴訟』（日本評論社） 
                         （平成１６年） 
                         宇都木伸 他 編『医事法判例百選』（有斐閣）（平成１８年） 
②参考書（購入任意）：加藤良夫 編著『実務医事法講義』（民事法研究会）（平成１７年） 
③その他の参考文献については，必要に応じて紹介する。 

 

前提履修科目 

  特になし 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  経済刑法 （前期） 

２ 

担 当  黒田 純吉 

 
授業内容の概要 
現代社会の基本を形成する経済制度に対して，刑罰をもって規律し，その健全な機能と発展を保障するため

の諸々の法は，経済刑法と呼ばれる広大な領域をなしている。規制緩和とともに国際化の影響を受け，この分

野は大きく動きつつあるとともに，経済刑罰法規の適用の場面は，従来に増して広がっている。理論的には刑

法総論･各論の応用分野であるが，規制対象に応じて，固有の特徴を持つに至っているものも多い。今後，法

律家として接することが益々多くなる経済刑法の基本概念を把握し，現実の社会の動きとの関係で，これをど

のように応用して行くべきかを学ぶ。 
 
授業方法 
具体的事例に関する判例あるいは文献を取り上げ，いかなる経済現象に対してどのような法がどのように適

用されるかについて，あらかじめ充分な検討を経た上で授業に臨んでもらい，教室では質疑討論により理解を

深める。 
 
成績評価の方法 
授業における積極的参加の程度（事前課題の提出を含む）及び期末試験によって評価する。A,B,C,D,F又は

Nの5段階で評価する。 
 
授業計画 
第1回 経済違反行為に関する罰則の概観と特徴 
第2回 経済違反行為に対する制裁 
第３回 会社経営に関する罪①（特別背任） 
第4回 会社経営に関する罪②（利益供与） 
第５回 金融犯罪①（強制執行妨害） 
第６回 金融犯罪②（マネーローンダリング） 
第7回 証券犯罪①（相場操縦） 
第8回 証券犯罪②（インサイダー取引） 
第9回 独占禁止法違反の罪①（入札談合） 
第10回 独占禁止法違反の罪②（価格カルテル） 
第11回 知的財産権侵害罪（著作権法違反） 
第12回 消費者関係事件（先物取引） 
第13回 税法違反 
第14回 経済犯罪と刑事手続 
第15回 期末試験 
 
使用教材 
テキストは使用しない。毎回のテーマに関する判例，文献をTKCで指定する 
 
前提履修科目 
なし 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  特別刑法 （後期） 

２ 

担 当  上田 正和 

授業内容の概要 

 刑法と刑事訴訟法について一通りの学習を終えたことを前提に，刑法典以外の特別刑罰法規（特別刑法）の中から

重要な犯罪類型を選び（なお，経済刑法の分野は，別に開講される「経済刑法」で取り扱われる），具体的な事例（判

例）を適宜取り上げながら，特別刑罰法規の内容や理論的・実務的に重要な刑事法上の問題点を検討し，刑事法の

実践的な理解を深める演習的な科目である。特別刑法の対象領域は広範囲にわたるが，その中から代表的な犯罪

分野・犯罪類型を取り上げ，刑法や刑事訴訟法で学習した内容がどのように発展的に展開されているのか，また，新

しい犯罪現象に対してどのような刑事規制が行われているのか（行われようとしているのか）を概観する。刑法や刑事

訴訟法だけでなく，他の法分野（憲法や行政法や民法等）との関係を意識する必要もある。法科大学院における刑事

法の学習の最終段階における総合的な発展・応用型の授業内容にすると共に，刑法や刑事訴訟法の具体的な理解

がより深まるようにもしたい。 

 

授業方法 

 ＴＫＣ教育研究支援システムによって，事前に，毎回の授業テーマについての教員作成のレジュメ及び判例

その他の資料を提供する。 
  毎回の授業は，教員作成のレジュメ及び判例その他の資料に沿って講義と質疑討論を適宜組み合わせること
によって進められる。学生の積極的な参加（発言や問題提起等）を期待したい。 
 

成績評価の方法 

  毎回の授業への積極的な参加の程度（平常点）と期末試験によって総合的に評価する。成績評価は，Ａ・Ｂ・
Ｃ・Ｄ・Ｆ又はＮ（不可）の５段階とする。 
 

授業計画 
   第１回  特別刑法の全体構造と特徴，特別刑法犯の犯罪状況，罪刑法定主義（明確性）との関係 
   第２回  法人処罰と両罰規定，違法性論，共犯論，罪数 
   第３回  行政刑罰法規と故意（１） 
   第４回  行政刑罰法規と故意（２） 
  第５回  医事・薬事犯（１）（薬物犯罪①） 
   第６回  医事・薬事犯（２）（薬物犯罪②） 
   第７回  医事・薬事犯（３） 
   第８回  医事・薬事犯（４） 
   第９回  暴力行為等処罰ニ関スル法律，暴力団対策法，盗犯等防止法，交通犯罪 
 第１０回  性犯罪，風俗犯 

 第１１回  ハイテク犯罪（サイバー犯罪）（１） 

 第１２回  ハイテク犯罪（サイバー犯罪）（２） 

 第１３回  ストーカー規制法，配偶者暴力防止法（ＤＶ法） 

 第１４回  環境刑法 

第１５回 期末試験 
 
使用教材 
  教科書・参考書 ： 教員作成のレジュメ及び判例その他の資料を各回の授業毎に事前に提供 
 

前提履修科目（単位を取得していることが望ましい科目） 

刑事法入門，刑法１（総論），刑法２（各論），刑事訴訟法１，刑事訴訟法２，刑事法総合 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  刑事学 / 刑事政策 （前期集中） 

２ 

担 当  宮澤 節生 

授業内容の概要 

  刑事学/刑事政策は、刑事法的社会統制諸制度の現実の機能を実証的に解明するとともに、発見された問題

点の改革に関する諸提案の是非を、実証的データを踏まえつつ多様な価値的視点との関連において検討するも

のである。本学のカリキュラムでは別に「少年法」が開講されるため、この授業では、成人を対象とする刑事

法的社会統制諸制度に焦点を合わせる。このような授業の目的は、法曹志望者たちに対して、自分が将来関与

することになる刑事法的社会統制諸機関に関する実証的・批判的検討の機会を提供することにある。なお、「犯

罪社会学」が廃止されたので、冒頭の3回を犯罪社会学の紹介に割く。 
 

授業方法 

  教科書に基づく講義を中心とするが、時折、事前に与えた課題に対する報告を交えることを予定している。 

 

成績評価の方法 

期末試験によって評価する。成績は、通常の５段階評価とする。 

 

授業計画 

第１回 犯罪社会学の誕生 

第２回 アメリカ犯罪社会学の展開 

第３回 現代の犯罪社会学理論  

第４回 刑事学/刑事政策への基本的視点 

第５回 警察による事件処理 

第６回 検察による事件処理 

第７回 裁判所による事件処理 

第８回 刑罰制度への基本的視点 

第９回 財産刑 

第１0回 社会内処遇 

第１1回 自由刑 

第１2回 死刑 

第１3回 ポピュリズム刑事政策とエビデンス・ベイスト刑事政策 

第14回 被害者の地位と修復的司法 

第１５回 期末試験 

（注：一部変更がありうるので、追って掲載するTKCシステム上のレジュメを参照のこと。） 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 矢島正見・他『よくわかる犯罪社会学入門（改訂版）』（学陽書房、2009年） 

             前野育三・他『刑事政策のすすめ（第2版）』（法律文化社、2007年） 

参考書（購入任意）： 法務省法務総合研究所（編）『平成21年版犯罪白書』（太平印刷社、2009年） 

              これについては、PDF版をダウンロードし、各自CDにコピーすることを可能としたい。 

その他、追加教材はTKCシステムにより提供する。 

 

前提履修科目 

 なし。 

 

その他 
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  刑事事実認定論 （前期） 

２ 

担 当  丸山 輝久 

授業内容の概要 

 具体的課題に対する自宅起案を基に，法律文章作成能力の養成，事実の整理及び摘示の方法，法律の適用な

どの修得，認定の対象に関する訴因論，認定の資料に関する証拠論も扱う。 

 

授業方法 
 ５回は講義形式，９回は課題に対する自宅起案を基に検討。 
 自宅起案は，授業の２日前の午前１２時までに，メールで，当職宛に送信すること。起案は，授業終了時に，

個別講評を加えて返却する。  
 
成績評価の方法 
 合格は，授業出席が４分の３（１１回以上），起案提出が６回以上，平常点と期末試験の合計点が５１点以

上であることの３つの条件をクリアすることが必要である。  
 成績評価は，平常点を４０％，期末試験を６０％の比率として総合評価する。 
 平常点の内訳は，１回の起案毎に提出２点，内容によって最高８点まで加算し最高点１０点とし，９回合計

最高点を９０点とする。期末試験は１００点満点とする。 
 総合点数は，平常点合計点数×０．４４４４＋期末試験点数×０．６の合計点１００点を最高点とし，５１

点以上を合格とし，得点順にＡは合格者の内の１０％前後，Ｂは同３０％前後，Ｃは同５０％前後，Ｄは同１

０％前後とする（ただし，受講生が少ない場合は，学校の基準に従う）。 
 
授業計画（変更ある可能性有り） 
   第１回 講義：事案の処理方法と論点把握の方法   
   第２回  課題１の起案と検討（実行行為，故意，罪数） 
   第３回  講義：認定の対象＝訴因論 
   第４回  課題２の起案と検討（事実の認定＋訴因） 
   第５回 講義：認定の資料＝証拠論１（違法収集証拠）   
   第６回  課題３の起案と検討（違法収集証拠） 
   第７回  講義：認定の資料＝証拠論２（伝聞証拠） 
   第８回  課題４の起案と検討（伝聞証拠）  
   第９回  課題５の起案と検討（錯誤・共犯関係・手続問題） 
 第１０回  課題６の起案と検討（不作為犯・共犯・手続問題） 

 第１１回  課題７の起案と検討（間接正犯・共犯・手続問題） 

 第１２回  課題８の起案と検討（承継的共同正犯・手続問題） 

 第１３回  課題９の起案と検討（違法性阻却事由・共犯関係・手続問題） 

 第１４回  講義：事実認定のまとめ 

 第１５回  期末試験 

 
使用教材 
  教科書（購入必須）：特別に指定はない。各人が使用している教科書，判例解説で十分。 
                      
前提履修科目 

刑事法入門，刑法１，２，刑事訴訟法１，２の履修を完了（合格）していること。   
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展開・先端科目 

単 位 
科 目  刑事法特別講義 （後期） 

２ 

担 当  中島 広樹 ･ 新屋 達之 

授業内容の概要 

 第１回～第９回までの刑法については、共犯論と各論の重要問題を中心に総合的整理を行う。各テ－マに関する

事例問題を対象に、理論的問題を検討するとともに関連判例の理由付けの理解に力点を置いた授業を予定してい

る。第１０～１４回は刑事訴訟法関係とし、特に捜査・証拠法、また、理論的に難解な問題である訴因変更制

度を取り上げ、判例の事実関係を踏まえつつ問題の検討を行う。 

但し、本欄記載の内容は予定であり、参加者の人数等の関係で、授業内容を変更する可能性があるので注意す

ること。具体的な内容はＴＫＣシステムによる。 
 

授業方法（予定。担当者、人数その他の事情で相違・変更がある） 

 ①参加者は課題事例について起案を提出する。 

 ②テ－マに関連した小テストを知識確認のため冒頭で10分程度行う。 

 ③課題に関するさまざまな問題についての双方向授業がメインとなる。 

 

成績評価の方法 

 期末試験の成績を重視するが、もちろん、出席や授業への参加の程度等も考慮し、成績はA・B・C・D・F又はNの

五段階で評価する。 

 

授業計画(なお、若干の変更可能性あり) 

第 １回 序講 

第 ２回 間接正犯事例 

第 ３回 共謀共同正犯・承継的共同正犯事例 

第 ４回 過失の共同正犯事例 

第 ５回 従犯の諸問題 

第 ６回 共犯と身分 

第 ７回 共犯と錯誤 

第 ８回 共犯と中止・離脱 

第 ９回 共犯と正当防衛 

第１０回 捜査・証拠法（供述証拠関係） 

第１１回 捜査・証拠法（非供述証拠関係） 

第１２回 証拠法（伝聞法則１） 

第１３回 証拠法（伝聞法則２） 
第１４回 訴因変更制度 
第１５回 期末試験 
 
使用教材 

教科書（購入必須）： 

曽根威彦「刑法総論(4版)」「刑法各論(4版)」、大谷實「刑法講義総論(新版第3版)」・「刑法講義各論(新版第3版)」、
前田雅英「刑法総論講義(４版)」・「刑法各論講義(４版)」いずれか一冊でもよいが、できれば三冊あれば便利であ
る。刑事訴訟法については、各自使用のものを持参されたい。但し、担当者は白取または田口のものを前提とす
る。 

参考書（購入任意）： 
刑法判例百選Ⅰ(6版)、刑法判例百選Ⅱ(6版)。前田・最新重要判例250。必要に応じて、随時指示する。刑事訴訟

法については、刑訴判例百選、刑訴法の争点をベースとし、随時、指示する。 

前提履修科目 

  刑法1・2、刑事訴訟法１・２ 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  国際関係法（公法系）１ / 国際法 （前期集中） 

２ 

担 当  宮崎 孝 

授業内容の概要 

 国際法がどのようにしてできたか、その法源と背後にある国際政治経済の現実を読み解き、国際法の形成に寄与

する慣行、学説、判例、国際合意および国際法の適用・実行の実態を説明する。国際法の発展の展望や立法論にも

触れ、国際司法裁判所やガット・WTO の紛争審決例も紹介する。さらに、国家間の合意に依存し、実効的な強制機

関を欠く、国際法および国際司法制度の実効性を強化する方策についても考える。 

 

授業方法   

 国際法になじみみの少ない受講生が多いことを前提に、まず国際法入門書を教科書に指定し、受講前に通読する

ことを求め、授業では国際法の概要をわかりやすく解説する。具体的な国際法の適用について国家実行や判例を見

ながら説明する。授業ごとに講義概要と参考資料を配り、双方向の質問と討論、随時に行う少試験により習得程度を

確かめる。 

 

成績評価の方法  

 出席、小試験の成績および期末試験のレポートの内容により判定する。評価は A・B・C・D・E・F・または N の５段階

で行う。 

 

授業計画 

第１回 国際法の誕生（成立と法源：慣習法・条約、国際法と国内法の関係など） 

第２回 国際法の主体・対象（国家、非国家団体、NGO、企業、個人） 

第３回 国家承認、政府承認、国家承継（承認の要件と効果、破綻国家など） 

第４回 国家の基本的権利義務（主権、国家管轄権、国家免除など）  

第５回 国際人権法（世界人権宣言、基本的人権、拷問の禁止、女性尊重、人種差別の禁止など） 

第６回 国家責任（国家責任条文、国際義務違反と国際責任、国際請求など）  

第７回 国家領域（領土、内水、領海、領空、極地、国際化地域など） 

第８回 海と空の国際法（国連海洋法条約、公海、大陸棚、排他的経済水域、深海底、航空法、宇宙法など） 

第９回 国籍・外国人の地位（重国籍、出入国管理、在留外国人の権利・義務、難民・亡命、外交使節、領事制度〕 

第１０回 国際的組織〔世界的組織、地域的組織、経済的組織：国連、専門機関、貿易機関、地域統合、発展途上国

の取り扱いーOAS、ASEAN、AU、APEC、 東アジア共同体、IMF.世銀、ガット/WTO、UNCTADなど〕 

第１１回 国際環境法（酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化、生物多様性の保全等に対応する多角国際協定 MEA

ｓ、持続可能な発展、予防原則など） 

第１２回 国際紛争の平和的解決I（政治紛争）（外交交渉―２国間解決、国際調停、国際裁判） 

第１３回 国際紛争の平和的解決II(経済紛争)（貿易交渉―２国間解決、WTO提訴-紛争解決の司法化） 

第１４回 武力紛争の解決（武力不行使原則、国際安全保障組織、武力紛争法・人道法、国際刑事裁判所ICC） 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：松井芳郎ほか著 「国際法」 有斐閣Sシリーズ 

             杉原高嶺・広部和也代表編集 「解説条約集」 三省堂 

参考書（購入任意）： 山本草二ほか編 「国際法判例百選」 別冊ジュリストNo.１５６、有斐閣  

国際法学会編 「国際関係法辞典」 三省堂 

 

前提履修科目：なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  国際関係法（公法系）２ / 国際人権法 （後期集中） 

２ 

担 当  大谷 美紀子 

授業内容の概要 

第二次世界大戦後に本格的に発展してきた国際人権法の理念、規範と履行確保のための制度について、基礎

的・理論的知識を習得することを目的とする。また、実務法曹として国内裁判所で国際人権法を活用するにあたり押さ

えておくべき国際人権法の国内的効力などの理論的問題や、国際人権保障メカニズムの実践的な活用のために、国

際人権条約の下での条約の実施のための制度や国連人権諸機関の活動について学ぶ。 

 

授業方法 

基本教材及び判例を事前学習の課題として指定し、事前に学習して授業に臨んでいることを前提として授業を進

める。授業の方法は、講義形式を用いるが、理解を深めるために、適宜講師の側から質問を発し学生からの回答や

コメントを求める。 

 

成績評価の方法 

平常点（出席・授業中の質問や発言等参加の程度）及び期末試験の結果により評価する。成績は、A・B・C・D・F ま

たはＮの５段階による。 

 

授業計画 

第1回 イントロダクション：授業の進め方、使用教材、成績評価等についての説明 

国際人権法とは何か、国際人権法生成の歴史、国際人権規範と国際的実施制度（概観） 

第2回 国際人権法の存在形式：国際慣習法と条約 

第3回 普遍的な国際人権文書（１）：国際人権章典―世界人権宣言と社会権規約・自由権規約 

第4回 普遍的な国際人権文書（２）：社会権規約・自由権規約 

第5回 普遍的な国際人権文書（３）：個別的人権文書―人種差別撤廃条約・女性差別撤廃条約 

第6回 普遍的な国際人権文書（４）：個別的人権文書－拷問等禁止条約・子どもの権利条約 

第7回 国際人権法の国際的実施（１）：条約に基づく機関と条約に基づく実施制度 

第8回 国際人権法の国際的実施（２）：国連憲章に基づく人権機関とその活動 
第9回 地域的人権保障制度 

第10回 国際人権法の国内的実施（１）：立法・行政的措置、国内人権機関 

第11回 国際人権法の国内的実施（２）：司法的救済（国内裁判所による国際人権条約の適用） 

第12回 国際人権活動におけるＮＧＯの役割 
第13回 国際人権法・国際人道法と国際刑事法、国際刑事裁判所 

第14回 日本における国際人権法の受容と今日的課題 

第15回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： ①芹田健太郎・薬師寺公夫・坂元茂樹『ブリッジブック国際人権法』（信山社2008年） 

②条約集（出版社は特に指定しない） 

参考書（購入任意）： 薬師寺公夫・村上正直・小畑郁・坂元茂樹『法科大学院ケースブック国際人権法』（日本評論

社2006年） 
 

前提履修科目 

 なし（ただし、「国際関係法（公法系）１ / 国際法」を事前に、履修しておくことが望まれる。） 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  執行保全（前期） 

２ 

担 当  薮口 康夫 

授業内容の概要 

極めて技術的要素が濃い民事執行法及び民事保全法に対する学習は、ややもすると単なる法文の暗記や抽象的

な概念的知識の集積に終始しがちである。そこで、執行の場で実際に生起している典型的なケースを想定しながら、

理論面や実務面の問題点を念頭に教師と学生とがともに考え議論しながら学習を進めていくことで私権の実現過程

としての民事執行法等に対するいわば地に足のついた現実的な理解を深めたい。あわせて，民法上の権利が民事

訴訟法による判決手続で観念的に形成され、民事執行・保全という手続を通して実現が図られていく過程を検証する

ことで，私的紛争の解決という視点から（倒産処理を除く）民事手続法全体に対する「総まとめ」となるように努めたい。

 

 

授業方法 
 講義形式であるが、基本的知識の習得は、予習・復習の段階で各受講生に行っていただく。授業の時間中

は、具体的事案・事例の解決を目指した教員からの講義を中心としつつも、学生間または学生と教員の討論・

質疑応答を加えて、可能な限り双方向の対論型授業になることを目指している。 

 
 
成績評価の方法 
 原則として、筆記式期末試験の結果により、評点を付する。レポートを課した場合は、レポートの点数を 20%以内で

評価に入れることがある。但し、授業を欠席した者が正当な理由なく欠席届を次回出席時までに提出しない場合は、1 回の

（無断）欠席につき100点満点中5点を減点する。成績評価は、A・B・C・D・FまたはNの５段階とする。 

 
授業計画：以下に挙げる項目は予定であり、最終的にはTKCに掲載したものによる。 
第１回 民事執行の世界：強制執行の組立てと担保執行の組立て 

第２回 強制執行および担保執行総論（強制執行の要件・効果、執行の対象、執行関係訴訟等） 
第３回  金銭執行１―不動産の強制競売および担保権による競売 

第４回 金銭執行２―不動産の収益からの債権回収 

第5回  金銭執行３―金銭債権に対する強制執行 

第6回  その他の民事執行（「渡せ」「せよ」「するな」の強制執行） 

第７回 執行救済の体系 
第８回 民事保全の組立て・仮差押え 

第９回 民事保全としての仮処分(係争物仮処分・仮の地位を定める仮処分) 
第１０回 執行・保全の諸問題１(口頭弁論終結後の承継人に対する執行、など) 
第１１回 執行・保全の諸問題２（訴訟係属中の係争物譲渡、など） 
第１２回 執行・保全の諸問題３(権利能力なき社団財団による／に対する強制執行、など) 
第１３回 執行・保全の諸問題４（強制執行・担保権実行と第三者の保護） 
第１４回 執行・保全の諸問題５(不執行の合意の効力、など) 
第１５回 期末試験 

 

使用教材 授業用のレジュメ・・・・TKC上に事前に掲載。 
  教科書（購入必須）： ①中野貞一郎『民事執行・保全入門』(有斐閣・本体価格¥2,100) 
                     ②伊藤眞ほか編『民事執行・保全判例百選』(有斐閣・本体価格¥2,600) 
  参考書（購入任意）： ③藤田広美『講義 民事訴訟』(東京大学出版会・本体価格\3,800) 

④藤田広美『解析 民事訴訟』（東京大学出版会・本体価格\3,800） 

 

前提履修科目 

   民事訴訟法１・２、民事法総合１、民法１～６、会社法１・２を履修済み、または受講中であることが望ましい。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  倒産法１  （後期） 

２ 

担 当  上野 保 

授業内容の概要 

 倒産処理手続の基本となる破産法を学修し、倒産法制の理念や基本となる規律を理解する｡学修に際しては､

①手続の規律を正確に把握すること、②そのような規律が定められている理由や制度趣旨を理解すること、③

法令に定められた規律や手続を具体的な事例に適用できるようすること、に重点を置く。 

 

授業方法 

 ＴＫＣ教育研究支援システムに事前設問を掲載するので、事前に教科書を読み、各自設問を検討した上で、授業

に臨んでもらう。授業においては、基本的な規律、重要事項等について講義方式で解説を行った後、質疑討論方式

で設問を検討する。 

 

成績評価の方法 

 原則として期末試験によって評価するが、毎回の授業における準備､能動的参加の程度を加味することもあり得る。

成績評価は、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮの5段階とする｡ 

 

授業計画 

第１回 倒産処理手続の必要性と理念、各種倒産処理手続の概要 

第２回 破産手続の概要、破産手続開始の要件 

第３回 破産手続開始の効果 

第４回 破産管財人、破産手続の機関 

第５回 破産財団、係属中の訴訟手続等の帰趨 

第６回 破産債権､多数債務者関係と破産債権 

第７回 破産債権の届出・調査・確定 

第８回 財団債権、取戻権 

第９回 別除権 

第10回 契約関係の処理 

第1１回 相殺権・否認権（１） 

第12回 相殺権・否認権（２） 

第13回 配当、破産手続の終了 

第14回 法人の役員の責任、破産犯罪 

第15回 期末試験 

 

（消費者破産と民事再生法は、倒産法２で学修する。） 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：伊藤眞「破産法・民事再生法〔第２版〕」有斐閣、倒産判例百選〔第４版〕有斐閣 

参考書（購入任意）：山本和彦著「倒産処理法入門〔第３版〕」有斐閣、 

 

前提履修科目 

  なし 

  

（注）授業方法、授業計画、使用教材等については、変更される可能性があります。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  倒産法２  （前期） 

２ 

担 当  上野  保 

授業内容の概要 

 破産法の一部（消費者破産）と民事再生法について学修する。特に、民事再生法については、破産法の知識を前

提に、再建型倒産手続特有の問題を扱うこととする。破産法の復習と民事再生法の学修を通じて、倒産処理法全体

についての理解を深め、具体的な事案へ適用する能力の向上を目指す。 

 

授業方法   

 ＴＫＣ教育研究支援システムに事前設問を掲載するので、事前に教科書を読み、各自設問を検討した上で、授業

に臨んでもらう。授業においては、基本的な規律、重要事項等について講義方式で解説を行いながら、随時、質疑

討論により設問を検討する。 

 

成績評価の方法 

 原則として期末試験によって評価するが、毎回の授業における準備、能動的参加の程度を、成績評価に加えること

もあり得る。成績評価は、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮ（不可）の５段階とする。 

 

授業計画 

第１回 免責、復権 

第２回 再建型倒産手続の概要、民事再生事件の流れ 

第３回 申立、保全処分、開始決定 

第４回 民事再生手続の機関、再生債務者の地位 

第５回 再生債務者に対する債権、再生債権の届出・調査・確定 

第６回 契約関係の処理 

第７回 取戻権、担保権の処遇 

第８回 相殺権、否認権 

第９回 再生の手法、事業譲渡の手続 

第１０回 財産評定、再生計画案の作成 

第１１回 再生計画の認可と効力、簡易再生・同意再生、 

第１２回 再生計画の履行・変更、再生手続の廃止、倒産手続間の移行 

第１３回 個人再生手続 

第１４回 事案検討 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：伊藤眞「破産法・民事再生法〔第2版〕」有斐閣、倒産判例百選〔第４版〕有斐閣 

参考書（購入任意）：山本和彦著「倒産処理法入門〔第３版〕」有斐閣、 

 

前提履修科目 

 倒産法１ を受講していることが望ましい。 

 

 

－ 126 －



展開・先端科目 

単 位 
科 目  企業結合法・閉鎖会社法 （後期） 

２ 

担 当  前田 修志 

授業内容の概要 

 商法が予定する一般的な「株式会社」像から乖離した実態がある場合として、複数の株式会社が法的・経済的に一

体性を有しているような企業結合関係と、株主の流動性がなく、「所有と経営の分離」がみられないような、小規模で

閉鎖的な会社に関する諸問題をとりあげる。前半では企業結合関係について、合併・会社分割という商法の規制があ

る形態から、親子会社・企業グループなど、商法の規制が十分ではないものまで広く対象とする。後半では、小規模

閉鎖会社に生じる紛争をとりあげ、紛争の実態並びに紛争解決の方法を検討する。 

 

授業方法 

 あらかじめ設問を設定し、予習のための関連判例・参考文献を指示して、十分に事前の検討を行わせる。当日は設

問に関連する法規制の概要に関する解説を交えつつ、討論を中心とする。参加者の人数に応じて、講義・質疑応答

の態様を変えるが、会社法の基本知識の確認を交えつつ、事例・参考資料に即した応用的な解釈論について、解説

及び討論を行う。（なお、授業計画については、進度との関係で調整することがある） 

 

成績評価の方法 

 試験（テークホーム試験：８割）及び平常点（２割）によってＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｆ（Ｎ）の５段階評価をする。平常点について

は講義時の質疑応答を基準とし、授業への参加の態様が悪い者（過度の遅刻・授業妨害、欠席届の提出のない無断

欠席など）については減点する。 

（なお進行状況によって中間レポート課題を課す場合には、期末試験の成績とあわせて成績評価の資料とする。 

その場合の配分については、試験部分の点数を中間レポート３割・期末試験７割として配分する。） 

 

授業計画 

第１回 企業結合関係の形成と法 

第２回 組織再編行為と株主・新株予約権者の地位 

第３回 組織再編行為と債権者の地位 

第４回 株式交換・株式移転と利害関係の調整 

第５回 親子会社（１）－親会社株主の地位 

第６回 親子会社（２）－親会社取締役の責任（子会社株主・債権者保護） 

第７回 新設型組織再編手続（会社の設立手続との比較） 

第８回 法人格否認の法理 

第９回 企業買収－〔敵対的〕企業買収と会社法 

第１０回 閉鎖会社（１） ～会社の公開性・閉鎖性と経営機構 

第１１回 閉鎖会社（２） ～小規模閉鎖会社における支配権紛争の形態と法規制 

第１２回 閉鎖会社（３） ～利害関係人間の利害調整 

第１３回 閉鎖会社（４） ～閉鎖会社をめぐる諸問題 

第１４回 持分会社 

第１５回 期末試験 
 
使用教材 

教科書（購入必須）： 特になし 

 

参考書（購入任意）： 版が改訂されている場合には最新版を購入すること 
 江頭憲治郎：『株式会社法』〔第3版〕 有斐閣 平成21年 
  

前提履修科目 

 会社法１・２のいずれも履修済であることが望ましい。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  経済法１ （後期） 

２ 

担 当  関根 豪政 

授業内容の概要 

本講義では、独占禁止法の重要論点について、具体事例を中心に解説を行う。本講義の目的は次の通りであ

る。第1に、独占禁止法に特有の考え方を身に着ける。第2に、まずは基礎をしっかり抑えることに注力し、
終盤で応用的な題材に取り組む。第3に、より多くの公取委の審決例及び判例を扱い、実社会の中でどのよう
に独占禁止法が機能しているかについて理解を深める。最終的に、独占禁止法が関連する実例に直面した際に、

直感的に独占禁止法に沿った思考を持てるようになることが本講義の狙いである。 
 

授業方法 

講義が中心であるが、受講生には、事例分析に積極的に参加することが期待される。 
 

成績評価の方法 

成績評価は、期末試験及び平素の講義に際しての授業への参加姿勢などを総合的に評価し決定する。 
評価は、Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮ(不可)の５段階とする。 
 

授業計画 

第1回  独禁法の基礎概念 
第2回  不当な取引制限(1)：共同性・意思の連絡 
第3回  不当な取引制限(2)：相互拘束・共同遂行 
第4回  不当な取引制限(3)：公共の利益・競争の実質的制限 
第5回  不当な取引制限(4)：談合規制の現状と課題（入札談合防止法） 
第6回  不当な取引制限(5)：課徴金納付命令（減免制度）・刑事罰 
第7回  事業者団体規制 
第8回  私的独占(1)：独占規制の理論的基礎・排除型私的独占 
第9回  私的独占(2)：支配型私的独占 
第10回 私的独占(3)：私的独占に関する課徴金 
第11回 私的独占(4)：規制産業における独禁法の適用 
第12回 独占禁止法のパブリック・エンフォースメント（審査・審判手続） 
第13回 審決取消訴訟、国際取引・適用除外 
第14回 知的財産権と独占禁止法 
第15回 期末試験 
 

使用教材 

教科書（購入必須）： 『ケースブック独占禁止法』（弘文堂 2006） 

            金井貴嗣他編著『独占禁止法 第2版補正版』(弘文堂 2008) 

             ※新版が発売になれば最新版に変更します。詳しくはプレ講義で説明します。 

          

参考書（購入任意）： 岸井大太郎他著『経済法第5版補訂 独占禁止法と競争政策』（有斐閣アルマ、2008年）
白石忠志『独禁法講義第4版』（有斐閣、2009年） 
白石忠志『独禁法基本法令』（商事法務 2007年） 
※いずれも新版が出れば最新版に変更します。詳しくはプレ講義で説明します。 

 
前提履修科目 

 特になし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  経済法２ （前期） 

２ 

担 当  渕川 和彦 

授業内容の概要 

 

本講義は，経済活動の基本法である独占禁止法を体系的に学び，学びとった知識の応用力を高めることで，経済

法に求められる問題解決能力を養成する。「経済法２」では，独占禁止法の３本柱の 1 つである不公正な取引方法，

そして，グローバル経済においてその重要性が高まりつつある企業結合規制を重点的に取り扱う。講義では，インプ

ットとアウトプットを繰り返し行い，経済法の知識を効率的に学習・習得して頂く。また，双方向授業を行うことでより深

い理解に繋げる。経済法の知識だけでなく，経済活動を取り締まる経済法のダイナミズム，面白みを感じられる授業

になるよう努める。 

 

授業方法   

  

本講義は，体系的な知識のインプットと判例・審決の解釈によるアウトプットを行う。また，講義ごとに前回の講義内

容の簡単な復習を行い、小テスト及び問題演習も適宜実施する。 
 

成績評価の方法 

  

成績評価は，期末試験・問題演習及び平素の講義に際しての授業への参加姿勢などを総合的に評価し決定す

る。Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮ(不可)の５段階とする。 
 

授業計画 

第1回 独占禁止法の基本的な考え方 

第2回 企業結合規制（1）市場画定 

第3回 企業結合規制（2）競争圧力・参入分析 

第4回 企業結合規制（3）企業結合の手続 

第5回 企業結合規制（4）一般集中規制 

第6回 企業結合規制 問題演習 

第7回 不公正な取引方法（1）不当な差別的取扱 

第8回 不公正な取引方法（2）不当な差別対価 

第9回 不公正な取引方法（3）不当対価取引 

第10回 不公正な取引方法（4）不当な顧客誘引 

第11回 不公正な取引方法（5）事業活動の不当な拘束 

第12回 不公正な取引方法（6）取引上の地位の不当利用 

第13回 不公正な取引方法（7）取引妨害・内部干渉 

第14回 民事的救済制度 

第15回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 金井貴嗣ほか『独占禁止法 第2版補正版』(弘文堂 2008) 

              金井貴嗣ほか 『ケースブック独占禁止法』（弘文堂 2006） 

 

参考書（購入任意）： 土田和博ほか『演習ノート経済法』（法学書院，2008） 

岸井大太郎ほか『経済法』（有斐閣，第5版補訂版，2008） 

 

前提履修科目： なし。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  知的財産法１（特許法、実用新案法、意匠法） （後期） 

２ 

担 当  牧野 和夫 

 

授業内容の概要  知的財産法Ｉでは、知的財産六法のうち特許法、実用新案法、意匠法の主要な論点とその分析

方法、解決策や方向性への導き方を実務的な視点から習得させることを目的とする。サイバースペース上の特許（ビ

ジネスモデル特許）の法的保護のあり方も含む。関連法令・判例ルール（必要な海外の法令・判例も適宜紹介する）

をベースに、法的問題点と解決策への考え方を身に付ける。企業経営や知的財産戦略の視点からも検討を加える。 

 

授業方法  基本ルールの習得については、重要判例の分析を中心に受講者の予習に委ねることを前提とする。講

義では、重要判例の理解を通じて基本ルールの運用・活用・応用などの実務面のスキル習得を中心に行う。 

 

成績評価の方法  成績評価は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＦまたはＮの５段階とする。試験と授業への貢献を総合的に評価す

る。内訳は、70%：期末の筆記試験（仮想事例に基づいた論文式試験）の結果、及び、30%：出席及び授業への貢献度

とする。 

 

授業計画 

第１回 オリエンテーション（知的財産法の体系、日米特許戦争、日米プロパテント政策） 

第２回 特許(1) 発明と特許要件（その１） 
第３回 特許(2) 発明と特許要件（その２） 
第４回 特許(3) 特許を受ける権利、発明者の権利 
第５回 特許(4) 職務発明 
第６回 特許(5) 出願手続、出願公開、審査請求 
第７回 特許(6) 拒絶査定、補正、登録 
第８回 特許(7) 審判、審決等取消訴訟 
第９回 特許(8) 特許権の効力 
第１０回 特許(9) 権利侵害、侵害に対する救済、罰則 
第１１回 特許(10) 特許権の利用 
第１２回 特許(11) 特許のまとめ（ゲストスピーカー(昨年は日本ＩＢＭ名取取締役・弁護士)を交えて討議） 

第１３回 実用新案・意匠 

第１４回 国際条約 パリ条約、特許協力条約（国際出願） 
第１５回 期末試験 

 

使用教材  
教科書（購入必須）： ①「判例百選・特許・第三版」有斐閣 

              ②牧野和夫著「知的財産法講義」税務経理協会 

毎回のテーマに関する教材や参考文献・資料は事前告知又は配布する。 

 

前提履修科目 なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  知的財産法２（著作権法、商標法、不正競争防止法） （前期） 

２ 

担 当  牧野 和夫 

 

授業内容の概要  知的財産法Ⅱでは、知的財産六法のうち著作権法、商標法、不正競争防止法の主要な論点とそ

の分析方法、解決策や方向性への導き方を実務的な視点から習得させることを目的とする。デジタルコンテンツ、キ

ャラクター権、パブリシティー権、サイバースペース上の知的財産の法的保護のあり方も含む。関連法令・判例ルー

ル（必要な海外の法令・判例も適宜紹介する）をベースに、法的問題点と解決策への考え方を身に付ける。企業経営

や知的財産戦略の視点からも検討を加える。 

 

授業方法  各授業は、①基本的ルールの説明・理解＋②重要判例の研究の形式で進める。基本ルールの習得に

ついては、概説書の理解を中心に受講者の予習に委ねることを前提とする。講義では、重要判例の理解を通じて基

本ルールの運用・活用・応用などの実務面のスキル習得を中心に行う。 

 

成績評価の方法  成績評価は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＦまたはＮの５段階とする。試験と授業への貢献を総合的に評価す

る。内訳は、70%：期末の筆記試験（仮想事例に基づいた論文式試験）の結果、及び、30%：出席及び授業への貢献度

とする。 

 

授業計画 

第１回 オリエンテーション（知的財産法の概要） 

第２回 著作権(1) 著作物(1)： 著作物の定義・種類、データベース、キャラクター、法人著作・職務著作
第３回 著作権(2) 著作物(2)： プログラム著作物、ゲームソフト 
第４回 著作権(3) 編集著作物、音楽著作権の保護、著作権の間接侵害 
第５回 著作権(4) 著作者人格権、著作財産権、国際的著作権侵害  
第６回 著作権(5) 二次的著作物、著作財産権、著作権の保護期間、著作権に対する制限（私的複製など） 
第７回 著作権(6) デジタルコンテンツ保護 
第８回 著作権(7) 肖像権・パブリシティー権 
第９回 著作権(8) 国際条約（ベルヌ条約・万国著作権条約）、著作権侵害と民事救済・刑事罰 
第１０回 商標(1) 商標の目的・機能、登録要件、類似、商標権の移転・使用許諾、防護標章制度 
第１１回 商標(2) 商標権侵害と救済・刑事罰、商標登録の不使用取消審判、 
第１２回 不正競争防止法(1) 周知表示混同惹起行為、著名表示冒用行為、商品形態模倣行為 
第１３回 不正競争防止法(2) 営業秘密の保護、企業の営業秘密管理戦略、ドメインネームの保護 
第１４回 著作権のまとめ（実務家のゲストスピーカー（昨年はコロンビアミュージック飯田法務知的財産担当執行

役員・ＮＹ州弁護士）を交えてディスカッション） 

第１５回 期末試験 

 

使用教材  
教科書（購入必須）： ①「判例百選・著作権・第四版」有斐閣 

              ②牧野和夫著「知的財産法講義」税務経理協会 

毎回のテーマに関する教材や参考文献・資料は事前告知又は配布する。 

 

前提履修科目 なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  国際関係法（私法系）１ / 国際取引法 （後期） 

２ 

担 当  増田 晋 

授業内容の概要 

 国際関係法（私法系）のうち財産法の理解に必要な基礎知識の習得、及び、国際取引実務に特有の法的思考能力を育成

することを目的とする。本講座では、国際取引やその紛争事例を教材にして、財産関係事件の国際民事手続法・国際私法

の知識の取引実務への応用に主眼を置き、加えて実質法として貿易取引に関する仕組及び法令と契約条項を学ぶことを

通じて、国際取引実務に必要なリーガルマインドを育成することを狙う。 

 

授業方法 
 講義の方法は、講義および演習形式を組み合わせて行う。国際関係法（私法系）のうち財産法の基礎知識習得のために

は必要に応じ講義形式で解説を行うが、その応用と法的思考能力の育成のためには、テキストに基づき、積極的な発表と

質疑を行うソクラティック・メソッドを行う。 
 
成績評価の方法 
期末試験の成績、演習発表、授業への参加度を総合評価して行う。成績はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・ＦまたはＮの５段階で評価する。 

 
授業計画 
  第１回  オリエンテーション： 異なる司法制度や法律体系の当事者が関係するために生ずる法的問題の基礎的論点

及び解決方法を、実例の中で認識し、国際関係法（私法系）の基本的視点を認識する。 

   第２回  国際民事手続Ⅰ： 国際裁判管轄についての基礎知識の習得と、日本の判例法の流れを理解する。 
   第３回  国際民事手続Ⅱ： 上記判例法と国際的訴訟競合をめぐる応用的問題を実例をもとに討議し、国際民事訴訟

法の実務的理解を深める。 
   第４回  準拠法Ⅰ（契約準拠法の基礎）： 国際契約の準拠法に関する基礎的知識を、主として判例や実務の視点から

習得する。 
   第５回  準拠法Ⅱ（契約準拠法の例外）： 契約準拠法の原則が制約される消費者契約や労働契約等に関し、その機

能や実務上考慮すべきポイントを、実例をもとに検討する。 
   第６回  準拠法Ⅲ（物権等の準拠法）： 国際取引で問題となる物権及び債権譲渡の準拠法の果す機能と、理論上と実

務上で考慮すべきポイントを、実例をもとに検討する。 
   第７回  準拠法Ⅳ（法定債権の準拠法）： 主として不法行為・生産物責任の準拠法をとりあげ、基礎的知識と実務的論

点を習得する。 
   第８回  取引主体と代理関係Ⅰ： 国際取引に登場する取引主体と代理・代表関係についての基礎的知識を習得す

る。 
   第９回  取引主体と代理関係Ⅱ： 国際取引に登場する取引主体と代理・代表関係についての実務的論点を事例で検

討する。 
 第１０回  輸出入貿易Ⅰ（国際売買）： 輸出入貿易の中核をなす国際売買契約の基礎知識を習得し、紛争事例で実務

の理解を深める。 

 第１１回  輸出入貿易Ⅱ（国際運送）： 輸出入貿易に不可欠な国際運送契約及び船荷証券の実務を事例に基いて検討

し、法的論点の理解を深める。 

 第１２回  輸出入貿易Ⅲ（国際支払）： 主として輸出入貿易の決済方法である信用状についての基礎知識を習得し、紛

争事例で実務上の論点を検討する。 

 第１３回  国際民事手続Ⅲ： 送達と外国判決の承認・執行についての基礎的知識と事例検討をする。 

 第１４回  国際仲裁その他： 国際仲裁手続についての基礎的知識の習得と実務上の論点を把握する。なお、時間との

関係でこれまでの授業のレビューを予定する。 

 第１５回  期末試験 

 
使用教材 
  教科書（購入必須）：テキストは担当者作成の事前配布資料を使用し、サブテキストとして有斐閣双書「国際私法入門【第

６版】」（澤木・道垣内）を用いる。 
  参考書（購入任意）：「国際私法判例百選」（有斐閣・ジュリスト別冊） 
前提履修科目  ：なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  国際関係法（私法系）２ （前期） 

２ 

担 当  大村 芳昭 

 

授業内容の概要 

 渉外的な家族関係をめぐって生ずる法律上の諸問題につき、法の適用に関する通則法などの関連法規を適切に

運用しつつ、その妥当な処理を目指す法分野が「国際家族法」である。この講義では、国際家族法に関する基本的

な考え方や条文解釈の技法を修得することを目的とする。 

 

授業方法   

 毎回の授業の前半（最初の３分の１程度）は講師によるレクチャーの時間とする。講師は、その回に割り振られた範

囲について、制定法の規定やその解釈につき解説する。 

 毎回の授業の後半（残りの３分の２前後）は受講生による判例解説の時間とする。予め決定しておいた各判例の担

当者が教室の前に出て、板書やプリント等を適宜利用しつつ解説を行い、その後講師がコメントを加える。 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業への出席状況（20%）、設例解説の状況（20%）、期末試験の得点（60%）のすべてを総合して評価する。成

績評価はA・B・C・D・FまたはNの５段階とする。 

 

授業計画 

第１回 序論、準拠法決定の手順・その１（①法律関係の性質決定および応用問題、②連結点の確定） 

第２回 準拠法選択の手順・その２（③準拠法の特定＝反致、不統一法の指定） 

第３回 準拠法選択の手順・その３（④準拠法の適用＝外国法の不明、国際私法上の公序） 

第４回 婚姻の成立の準拠法 

第５回 婚姻の効果・離婚の準拠法 

第６回 夫婦財産制の準拠法 

第７回 実親子関係の成立の準拠法 

第８回 養子縁組・親子間の法律関係の準拠法 

第９回 後見・失踪宣告の管轄と準拠法 

第１０回 扶養の準拠法 

第１１回 相続・遺言の準拠法 

第１２回 家事事件の国際裁判管轄 

第１３回 外国家事判決の承認・執行 

第１４回 過去問題などの検討 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 澤木敬郎・道垣内正人著『国際私法入門〔第６版〕』（有斐閣双書・2006年、税別1900円） 

参考書（購入任意）： 櫻田嘉章・道垣内正人編著『国際私法判例百選［新法対応補正版］』（別冊ジュリスト 185

号・有斐閣・2007年、税別2400 円） 
 

前提履修科目 

 家族法、民事訴訟法１・２を履修していることが望ましい。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  租税法１ / 租税法 （前期） 

２ 

担 当  山下 清兵衛 

授業内容の概要 

 租税法領域における「法の支配」の内容を明らかにするとともに、司法の行政に対するコントロールと納税

者の権利についての基本的な考え方を修得することがこの講義の目的である。この講義の内容は、担当教員が

関与した租税判例等を素材として、租税訴訟を遂行できる法律家として、最低必要な知識の修得を憲法理論と

行政法理論を基礎とし、税法の理解を深めてもらえるように配慮する。 

 

授業方法   

 毎回のテーマ判例に関する参考文献・参考資料などを事前に検討しうるように工夫し、質疑討論によって当

該テーマに関する理解を深めるように努力する。 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業における能動的参加の程度と、期末試験によって評価する。成績はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＦまたはＮ

（不可）の５段階とする。 
 課題レポートと期末試験の結果に基づいて評価する。レポートは、年１～２回程度とし、講義の基本的な内

容を理解しているかどうかを確認するものとする。期末試験は事例問題とし、具体的な事例を素材として、問

題を処理できるかどうかの能力をみる。 

 

授業計画 

第１回 所得の概念 

第２回 所得の種類 

第３回 所得の年度帰属 

第４回 譲渡所得の課税要件 

第５回 事業所得の課税要件 

第６回 給与所得の課税要件 

第７回 不動産所得の課税要件 

第８回 一時所得の課税要件 

第９回 所得税法判例検討（1） 

第１０回 所得税法判例検討（2） 

第１１回 所得税法判例検討（3） 

第１２回 所得税法判例検討（4） 

第１３回 所得税法判例検討（5） 

第１４回 所得税法判例検討（6） 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 担当教員が作成した教材を使用し、又、毎回のテーマに関する参考文献・参考資料など

を提供する。 
参考文献： ジュリスト「租税判例百選」〔有斐閣〕 

参考書（購入任意）： 金子宏『租税法〔第１４版〕』〔弘文堂〕 
 
 

前提履修科目 

 なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  租税法２ （後期） 

２ 

担 当  山下 清兵衛 

授業内容の概要 

 租税法領域における「法の支配」の内容を明らかにするとともに、司法の行政に対するコントロールと納税

者の権利についての基本的な考え方を修得することがこの講義の目的である。この講義の内容は、担当教員が

関与した租税判例等を素材として、租税訴訟を遂行できる法律家として、最低必要な知識の修得を憲法理論と

行政法理論を基礎とし、税法の理解を深めてもらえるように配慮する。 

 

授業方法   

 毎回のテーマ判例に関する参考文献・参考資料などを事前に検討しうるように工夫し、質疑討論によって当

該テーマに関する理解を深めるように努力する。 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業における能動的参加の程度と、期末試験によって評価する。成績はＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、ＦまたはＮ

（不可）の５段階とする。 
 課題レポートと期末試験の結果に基づいて評価する。レポートは、年１～２回程度とし、講義の基本的な内

容を理解しているかどうかを確認するものとする。期末試験は事例問題とし、具体的な事例を素材として、問

題を処理できるかどうかの能力をみる。 

 

授業計画 

第１回 事業体課税の構造 

第２回 否認権行使の限界（租税回避） 

第３回 私法法律関係と租税法律関係 

第４回 益金の範囲 

第５回 損金の範囲 

第６回 同族会社の行為計算の否認 

第７回 親子会社間の所得帰属 

第８回 寄附金訴訟 

第９回 交際費訴訟 

第１０回 役員給与訴訟 

第１１回 リース取引訴訟 

第１２回 法人税法判例検討（１） 

第１３回 法人税法判例検討（２） 

第１４回 法人税法判例検討（３） 

第１５回 期末試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 担当教員が作成した教材を使用し、又、毎回のテーマに関する参考文献・参考資料など

を提供する。 
参考文献： ジュリスト「租税判例百選」〔有斐閣〕 

参考書（購入任意）： 『新・裁判実務体系 租税争訟』〔青林書院〕 
          『実務 租税法講義』〔民事法研究会〕 

『事例で学ぶ租税争訟手続』〔財経詳報社〕 
前提履修科目 

 なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  会社関係訴訟論 （後期） 

２ 

担 当  北沢 義博 

授業内容の概要 

 弁護士実務、企業法務において会社法の訴訟そのものを担当することはそれほど多くない。しかし、会社法実務に

おいても、判例の重要性は他の科目と異なることはない。特に最近は、裁判所の考え方が、企業に大きな影響を与え

るようになった。重要な最高裁判例は、当然、理解していなければならない。また、取締役の職務執行停止仮処分や

商事非訟手続など会社法特有の手続についての知識・理解も必要である。会社法の制定により会社訴訟の規定も整

理されたので、新会社法の理解を深めるとともに、実務的な観点も混じえる授業を試みる。また、本科目は前期の「コ

ーポレートガバナンス」とも関連しているので、この科目と合わせて会社法の理解を深めてもらいたい。 

 

授業方法 

 会社法における重要な判例、最近の著名判例をピックアップして、その法理を検討することを中心とする。従って、

学生は事前にその判例を読み、事案を把握して、法的な問題を検討してくることが要求される。また、2 回ほど、文書

作成の課題を設定する。 

 

成績評価の方法 

 原則として、期末試験によって、Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，ＦまたはＮ(不可)を評価する。課題の提出状況の悪い者は減点す

る。 

 

授業計画 

第１回 会社訴訟の特色 

第２回 株主総会決議に関する訴訟（１）決議取消訴訟の重要論点 

第３回 株主総会決議に関する訴訟（２）経営判断原則と内部統制システム 

第４回 株主総会決議に関する訴訟（３）訴状起案 

第５回 取締役会決議に関する訴訟 

第６回 役員の責任に関する訴訟（１）役員の責任の根拠・類型 

第７回 役員の責任に関する訴訟（２）重要判例 

第８回 役員の責任に関する訴訟（３）第三者に対する責任 

第９回 役員の責任に関する訴訟（４）株主代表訴訟、違法行為の差止 

第１０回 新株発行に関する訴訟（１）意見書起案 

第１１回 新株発行に関する訴訟（２） 

第１２回 新株予約権の発行に関する訴訟 

第１３回 会社に対し情報提供を求める訴訟 

第１４回 組織再編、法人格の否認、会社の権利能力に関する訴訟 

第１５回 期末試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 江頭憲治郎「株式会社法」（第２版）（有斐閣）、別冊ジュリスト「会社法判例百選」（有斐閣） 

 

参考書（購入任意）： 東京地方裁判所商事研究会「類型別会社訴訟Ⅰ、Ⅱ」（第2版）判例タイムズ社 

 

前提履修科目 

 会社法１，２を履修済みであることが望ましい。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目 コーポレイトファイナンス （後期） 

２ 

担 当  前田 修志 

授業内容の概要 

 会社は経済活動を通じて利益を獲得することを目的としている法的主体である。その活動の源泉には資金が必要

であり、会社は様々な方法によって資金を調達し、事業活動を行うための源泉として用いている。他方で、会社をめ

ぐる多数の利害関係人との関係を考えると、会社の財務的側面に関する利害関係人の関心は高い。 

 この２点は一見すると、関連性が薄い問題であるように見えるが、いずれも会社の財務上の問題点、すなわち「コー

ポレイトファイナンス」に関わる問題点であると言える。本講義では、会社法・会社計算規則の理解・解釈問題から、実

務上のトピックスまで、広く題材としてとりあげながら、金融・会計的知識が要求される会社（特に株式会社）のファイナ

ンスにまつわる法的諸問題について整理を行うものである。 

 講義では会社法の解釈論を基礎として、判例・実務の動向を検討する形をとる。なお内容については、受講者の希

望を聞きながら、適宜調整する。 

 

授業方法   

 判例や実務の動向を題材としながら、理論的問題点の検討及び実証研究を中心とする。テーマによって講義形式

と討議形式を織り交ぜる予定である。したがって受講者には与えられたテーマについて、一定程度の予習をしてくる

ことを要求する。（なお、授業計画については、進度に応じて調整する） 

 

成績評価の方法 

 試験（テークホーム試験：８割）及び平常点（２割）によってＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｆ（Ｎ）の５段階評価をする。平常点について

は講義時の質疑応答を基準とし、授業への参加の態様が悪い者（過度の遅刻・授業妨害、欠席届の提出のない無断

欠席など）については減点する。 

（なお進行状況によって中間レポート課題を課す場合には、期末試験の成績とあわせて成績評価の資料とする。 

その場合の配分については、試験部分の点数を中間レポート３割・期末試験７割として配分する。） 
 
授業計画 

第１回 概論、株式による資金調達（１） － 会社法における募集株式発行規制 

第２回 株式による資金調達（２） － ファイナンス面から見た種類株式 

第３回 株式による資金調達（３） － 自己株式の取得・処分と会社財務への影響 

第４回 株式による資金調達（４） － 自己株式の取得・処分と会社財務への影響（続） 

第５回 社債による資金調達（１） － 社債をめぐる法規制と実務 

第６回 社債による資金調達（２） － 新株予約権付社債をめぐる法的問題点 

第７回 株式会社の資金調達のまとめ 

第８回 株式会社の計算（１） － 株式会社における決算手続 

第９回 株式会社の計算（２） － 計算書類の粉飾と虚偽記載責任（１） 

第１０回 株式会社の計算（３） － 計算書類の粉飾と虚偽記載責任（２） 

第１１回 株式会社の計算（４） － 剰余金の分配（1） － 剰余金の算出と分配手続 

第１２回 株式会社の計算（５） － 剰余金の分配（２） － 違法配当と取締役の責任 

第１３回 株式会社の計算規制のまとめ 

第１４回 株式会社における特殊な金融問題 － デット・エクイティ・スワップ、ファイナンスリース 

第１５回 期末試験 
 

使用教材 

教科書（購入必須）： 特に指定しない 

参考書（購入任意）： 江頭憲治郎：『株式会社法』〔第3版〕 有斐閣 平成21年 
   
前提履修科目 

 会社法１・会社法２を履修済であることが望ましい 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目 コーポレイトガバナンス（前期） 

２ 

担 当  北沢 義博・土田 亮 

授業内容の概要 

 コーポレート・ガバナンスとは、株式を公開している会社の経営者による支配を問題とする概念である。法律問題だ

けではなく、経営学、社会学、倫理学などの観点からも議論されるが、本講義は、会社法の視点を中心に企業の在り

方を考える。わが国におけるコーポレート・ガバナンスの議論の現状を概観し、2006 年に施行された会社法は、コー

ポレート・ガバナンスについてどのような態度をとっているかを考え、わが国の株式会社における株主総会、取締役

会などの機関の在り方、コーポレート・ガバナンス関連の諸制度について学修し、会社のあり方について考える。 

 

授業方法   

 今年度は、北沢教授と土田准教授が担当する。久保利教授をゲストとして２回ほどお迎えする予定である。ＴＫＣ教

育研修システムにより毎回のテーマに関する参考文献・参考資料・判例などを掲示し、事前の検討に供する。当日は

主として質疑、討論によって当該テーマに関する理解を深める。 

 

成績評価の方法 

 原則として期末試験の成績によって評価するが、授業への参加態度を加味する場合がある。成績はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｆ

またはＮの５段階による。 

 

授業計画 

第１回 会社とは何か、コーポレート・ガバナンスとは何か 

第２回 会社法とコーポレート・ガバナンス 

第３回 会社法における機関設計 

第４回 社外取締役・監査役・委員会の実態と今後 

第５回 善管注意義務の法的構造  

第６回 経営判断の原則（１） …総論 

第７回 経営判断の原則（２） …各論 

第８回 敵対的買収と防衛策 

第９回 代表訴訟の理論と現実（１） 

第１０回 代表訴訟の理論と現実（２）  

第１１回 内部統制（会社法と金融商品取引法） 

第１２回 会計監査人・公認会計士とコーポレート・ガバナンス 

第１３回 日本企業のこれから 

第１４回 CSR、企業の社会的貢献と寄附 

第１５回 期末試験 

 

 

使用教材 

教科書（購入必須）：  

 

参考書（購入任意）： 江頭憲治郎「株式会社法」（第３版）有斐閣 
 

 

前提履修科目 会社法１，２を履修済みであることが望ましい。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  金融法 （後期） 

２ 

担 当  尾﨑 達夫 

授業内容の概要 

 受講者として、主に、将来、銀行を依頼者とする弁護士、或いは銀行の企業内弁護士となることを考えている学生、

又は金融法、特に実務法曹から見た金融法に関心のある学生を想定し、銀行及び銀行取引に関する法システムの

基礎を把握するとともに、法的諸問題の内、基礎的な問題や実務上多い問題を中心に取上げて、その理解を目指

す。また、こうした問題を素材に様々側面から検討することを通じ実務法曹に必要と考えられる基礎的な思考力や分

析力等を深化させることを目指す。例えば、強固に抱いているイメージや概念が相対的なものであることを感じたり、

判例分析を通じて事実の見方や評価に関して色々と考えたり、判例における規範自体とそのあてはめの実際を学ん

だり、基礎概念の理解と共にそれが複雑に絡み合う問題についての理解と現実的対応を実感したりである。         

 

授業方法 

 講義が中心となるが、学生からの自由闊達な質問、意見を大いに期待する。裁判例を事前に読むことを指示する場

合もある。初回に比較的詳細なレジュメを渡し、授業はそれに沿って進むが、取捨選択もある。全体を４部、２０話題

に分けて、初歩的事項から始めていく。 

 

成績評価の方法 

 期末試験の成績（９０％）及び授業への参加態度（１０％）の総合評価で行う。 

 

授業計画 

第１回 第１部初歩的事項その１ー序論的話題、Ⅰ金融に関する経済の基礎、Ⅱ金融に関する歴史の基礎 

第２回 Ⅱ、Ⅲ善管注意義務 

第３回 第２部初歩的事項その２ー基本的話題 Ⅳ与信概説、Ⅴ預金概説、Ⅵ為替概説  

第４回 Ⅵ、Ⅶ手形交換、Ⅷ業法 

第５回 Ⅷ、第３部基礎的事項その１ー伝統的話題 Ⅸ保証否認 

第６回 Ⅸ、Ⅹ払戻 

第７回 Ⅹ、ⅩⅠ預金者 

第８回 ⅩⅠ、ⅩⅡ回収 

第９回 ⅩⅢ相殺 

第１０回 ⅩⅢ、第４部基礎的事項その２ー周辺的話題 ⅩⅣ守秘義務 

第１１回 ⅩⅣ、ⅩⅤ誤振込 

第１２回 ⅩⅥ一括支払システム 

第１３回 ⅩⅥ、ⅩⅦデリバティブ 

第１４回  ⅩⅧ証券化、ⅩⅨ説明義務、ⅩⅩ真正売買 

第１５回 期末試験：原則レポート提出による。  

話題の内容の例：Ⅲ善管注意義務では、銀行の取締役の善管注意義務に関するルールの概略を学び、ある裁判

例を取り上げて、経済的な概念の重要性とともに、その実体が決して明確ではないことを感じる。ⅩⅠ預金者は、そ

の判断基準に関する判例の流れを学び、その分析を理解し、他方で、信託法理との関係を把握し、この問題を深く考

え、法的思考の訓練をする。ⅩⅣ守秘義務は、その基礎的事項を学び、開示義務との関係を把握し、相続の場合の

開示義務や守秘義務に関して実務的な対応を考え、様々な問題が複雑に絡み合う場合の対応を実感する。 

                                                        

使用教材 

 教科書（購入必須）：なし。 参考書（購入任意）：授業において随時紹介する。 

 

前提履修科目 

 民法財産編の基礎的事項は理解していることを前提とする。また、民事訴訟法及び要件事実論の基本程度は理解

していることを前提とする。なお、破産法の初歩的知識は、前提とはしないが、把握している方が望ましい。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  金融商品取引法 / 証券取引法 （前期） 

２ 

担 当  松岡 啓祐 

展開・先端科目 
 金融商品取引法（２００７年9月末までは証券取引法。以下、金商法とする）に関する、知識の習得を目的
とする。金商法は、国家経済の中心である証券市場・資本市場を支える法であり、上場とそれに伴う巨額の資

金調達（IPO）、企業買収（M&A）・株式の大量取得といった事項やインサイダー取引、不正な株価操作等とい
った問題に関連して、近時においてビジネス上のニーズが非常に高くなっている。ライブドア事件や西武鉄道

事件といった著名な事件も多い。そこで、法規制の基本的な内容のみならず、様々な裁判例や具体的な事件を

取り上げながら、そうした法制度への理解を深めていくことにする。 
 
授業方法 
 講義方式を基本としながら、なるべく双方向の対話型・ソクラティックメソッドによる質疑応答を行ってい

く。そこで、受講者はあらかじめ教科書や裁判例等の資料を必ず読み、必要な文献の調査・分析をし、提示さ

れた課題を行ったうえで、積極的に授業に臨むことが求められる。授業においては、担当教員によるそのテー

マの説明に続き、質疑応答により受講者の理解を深め、より実践的な能力を養成していく。「金融商品取引法

の条文」をかなり見るので、六法の所持は不可欠である。 
 
成績評価の方法 
 期末試験および毎回の授業における積極的な参加の程度により、評価する。評価はA・B・C・D・Fまたは
N（不可）の5段階による。 
 
授業計画 
第１回 金商法の全体像と目的、会社法等との関連、規制監督機関 
 第２回 証券取引所と上場制度の意義 
 第３回 金融商品と有価証券の意義と範囲、幅広い投資商品の規制に関する問題 
 第４回 発行市場に関する情報開示等の規制 
 第５回 流通市場に関する情報開示の規制 
 第６回 流通市場開示の続き、公認会計士・監査法人制度と近時の粉飾決算、内部統制問題 
 第７回 企業の合併・買収（M&A)と株式公開買付（TOB）制度① 
 第８回 株式公開買付制度②と大量保有報告書制度（５％ルール） 
 第９回 インサイダー取引規制①：規制の概要・要点 
 第１０回 インサイダー取引規制②：具体的事例の検討等 
 第１１回 相場操縦・風説の流布等の規制 
 第１２回 証券会社等の金融商品取引業者等の役割と規制の概要 
 第１３回 様々な勧誘に関する規制①：説明義務、適合性ルール等 
 第１４回 勧誘に関する規制②：関連判例の動向、実務的な配慮 
 第１５回 全体のまとめ・改正の動向等について 
 
使用教材 
 教科書（購入必須）： 近藤光男・吉原和志・黒沼悦郎『金融商品取引法入門』（商事法務、2009年） 
  
 参考書（購入任意）： 黒沼悦郎『金融商品取引法入門〔第3版〕』（日本経済新聞社の日経文庫、2009年） 
 
前提履修科目 
 なし。ただ、前提ではないが、関連科目として、会社法関連科目や金融法の受講を推奨する。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  比較競争法（後期集中） 

２ 

担 当  渕川 和彦 

授業内容の概要 

経済のグローバル化とそれに伴う競争法のハーモナイゼーションにより，多国籍企業に対する欧米競争法の

適用事例が数多く見受けられるようになっている。グローバル経済においては，日本の競争法だけでなく，欧

米の競争法の理解が不可欠となっている。本講義では，日本の競争法である独占禁止法を中心的に取り扱うが，

欧米の競争法の説明を加えることにより，独占禁止法の更なる理解と欧米競争法の理論を学習して頂く。「比

較競争法」の講義では，講義によるインプットと問題演習によるアウトプットを交互に行い，効率的な知識の

習得を図っていく。この講義を通じて，グローバル経済における競争法の意義も学んで頂きたい。 

 

授業方法   

 

「比較競争法」は，講義によるインプットと重要判例を素材とした問題演習によるアウトプットを交互に行う。

問題演習は，講義で得た知識の習得を目的とするもので，評価に影響するものではない。 

 

成績評価の方法 

試験，授業態度により評価する。評価法は学則通りＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ，ＦまたはＮの５段階評価とする。 

 

授業計画 

第１回 カルテル規制の基礎講義（1） 

第２回 不当な取引制限に関する問題演習（１） 

第３回 カルテル規制の基礎講義（2） 

第４回 不当な取引制限に関する問題演習（２） 

第５回 不当な取引制限のエンフォースメント 

第６回 単独行為規制（日本の私的独占を含む）の基礎講義 

第７回 私的独占に関する問題演習（１） 

第８回 私的独占に関する問題演習（２） 

第９回 企業結合規制の基礎講義 

第１０回 企業結合規制に関する問題演習 

第１１回 垂直制限に関する基礎講義 

第１２回 不公正な取引方法に関する問題演習（１） 

第１３回 垂直的非価格規制・抱き合わせなどに関する基礎講義 

第１４回 不公正な取引方法に関する問題演習（２） 

第１５回 試験 

 

使用教材 

教科書（購入必須）： 滝川敏明『日米EUの独禁法と競争政策』（青林書院，第3版，2006） 

参考書（購入任意）： テキストを適宜配布 

 

前提履修科目 なし。 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  エンタテインメントと法 （後期） 

２ 

担 当  久保利 英明 

授業内容の概要 

 知的財産権といわれるものの中でも世界的な規模でめざましい発展を見せている我が国の、映画、アニメ、ゲーム

ソフト、漫画、音楽、スポーツなどの各分野の現実のコンテンツビジネスに焦点を絞る。それらのビジネスと著作権、

商標権、意匠権、肖像パブリシティ権などの法律をリンクさせ、いかに権利の創設、利用、確保などを実現してゆくか

を学ぶことを目的とする。コンテンツ大国を目指す知財国家戦略の効果と限界を確認しながら、コンテンツビジネスの

現場を担える弁護士の養成に向けた先端的な授業を行う。 

 

授業方法 

 TKC 教育研究支援システムによって、毎回のテーマに関する参考文献・参考資料などを事前に検討しうるように工

夫し、当日は主として質疑討論によって当該テーマに関する理解を深めるように努力する。 

 

成績評価の方法 

 毎回の授業における能動的参加の程度と、期末試験によって評価する。成績はA・B・C・D・FまたはNの５段階によ

る。 

 

授業計画 

第１回 エンターテインメントビジネスとは。 

第２回 出版ビジネスに関連する諸問題として、漫画喫茶での大量閲覧問題や新古書店のもたらした問題点。 

第３回 音楽ビジネスに関連する諸問題を取り上げる。 

第４回 前回の続行。デジタル時代のインターネット配信や海賊版の具体的問題に関連して音楽著作権の保護と

活用を議論する。 

第５回 映画ビジネスに関連してそのビジネスの実際に携わっている法律家であるゲストスピーカーからビジネス

の実態と法律上の問題の解説。 

第６回 前回で明らかとなった実態を前提に、契約の締結、法文の解釈、立法論にまで踏み込んで、これからの映

画ビジネス法務の在り方を探求する。 

第７回 コンピュータゲームソフトビジネスに関連して、映画とコンピュータゲームソフトとの違いを検討する。 

第８回 映像に関連するエンタテインメントビジネスであるビデオやDVDについてどのような問題があるか、中古ビ

デオ、レンタルビデオ問題の判例を題材に討論を展開する。 

第９回 エンタテインメントビジネスのコンテンツとしてのアニメを取りまく諸問題。 

第１０回 第９回のテーマを続行する。 

第１１回 エンタテインメントの主役とも言えるスポーツ選手や俳優などの代理人として、弁護士にどのような活躍の

場があるのか。 

第１２回 肖像パブリシティ権に関連して、その権利としての生成過程および現状、明文による権利化についての将

来展望等を議論する。 

第１３回 １２回まではエンタテインメントのコンテンツに関する講義を行ってきたが、今回は放送とインターネット配

信などコンテンツを送るビークルについて取り上げる。 

第１４回 エンタテインメントが国際化に対応すべき各種条約の内容とそれぞれの位置づけを学ぶ。 

第１５回 期末試験 
 
使用教材 

授業方法について記載したように、特定教科書を指定せず、毎回のテーマに関する参考文献・参考資料などを

PDFファイルなどで提供する。基本判例として「著作権判例百選 第４版」を使用する。 

 

参考書（購入任意）： 久保利他著『著作権ビジネス最前線』（中央経済社）、 

『著作権法の新論点』（第二東京弁護士会知的財産権法研究会編集） 
 

前提履修科目 
 なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  I T法 （前期） 

２ 

担 当  増田 晋 

授業内容の概要 

 インターネットをめぐる主要な法律問題の中から、電子商取引の私法関係、インターネット上の情報の保護、及び、

仲介者たるプロバイダーの責任等を中心に検討する。その中で、必要に応じ、著作権、商標権、プライバシー権の保

護と制約や通信と放送の融合問題にも触れていく。 

 インターネット法は民商法と知財法をベースとしているので、本科目を受講することにより、これらの知識を復習

し、インターネットという新しい枠組にあてはめる応用力が深められる。 

 本科目は、将来より専門化するインフォメーション・テクノロジー（ＩＴ）法の入門編として位置付けるものであ

り、入門書ではあるが実務的な教科書を指定して予習を行い、最近の裁判例を演習形式により講義をすすめる。なお、

その時々で参考文献や参考資料を補助教材とする。 

 

授業方法 
 学生は事前に教科書・参考文献等を予習し、授業では裁判例を用いて、学生が演習形式で発表・討議を行う。なお、

新規分野についてはレクチュアを取り入れるものの、法的理解力と分析力を高める教授法を積極的に取り入れる。 
 
成績評価の方法 
 期末試験の成績、授業における演習発表の内容、討議その他の能動的参加の程度を総合的に判断して評価する。成

績はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｆ又はＮの５段階で評価する。 
 
授業計画 
   第１回  インターネット法に関するイントロダクション 
   第２回  オンライン取引の法律問題 
   第３回  ネット・オークション等の新たな取引に伴う法律問題 
   第４回  電子商取引と消費者保護 
   第５回  電子決済の法律問題 
   第６回  電子商取引のまとめ 
   第７回  インターネット上の情報の保護と制約（著作権関係） 
   第８回  インターネット上の情報の保護と制約（表現の自由とパブリシティー権・名誉毀損等） 
   第９回  インターネット特有の伝達機能と法的問題 
 第１０回  ドメイン名の不正使用と商標 

 第１１回  本人確認と電子認証 

 第１２回  プロバイダーの責任（１) 

 第１３回  プロバイダーの責任（２) 

 第１４回  通信と放送の融合問題 

 第１５回  期末試験 

 
使用教材 
  教科書（購入必須）：教科書として「平成２０年版 電子商取引及び情報財取引等に関する準則と解説」（商事法務）

を使用。その他、毎回のテーマに関する補助教材・裁判例・参考資料などを事前配布する。 
                    
  参考書（購入任意）：なし 
             
前提履修科目 ：なし 
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展開･先端科目 

単 位 
科 目  国際取引法特講 （後期集中） 

２ 

担 当  牧野 和夫 

 

授業内容の概要 

国際取引法の諸問題の中でも、国際契約の起案・交渉を中心として、製造物責任訴訟、セクシャルハラスメ

ント訴訟、知的財産権訴訟、独占禁止法及び国際紛争処理に重点を置いて授業を行う。 
授業の進め方は、最初の５回については、契約法ルール日米比較、製造物責任訴訟、セクシャルハラスメン

ト訴訟、知的財産権訴訟、独占禁止法及び国際紛争処理の各分野について、講義形式と対話形式を併用する。

さらに、残りの９回分では、仮想事例をベースとした国際契約の実習を割り当てて、交渉、ケースメソッドと

演習を中心に実施する。 

 

授業方法   

 対話式講義、ケースメソッド、演習を併用する。 

 

成績評価の方法 

合否のみとする。期末の筆記試験は実施せずに、出席、演習の評価及びその他授業への貢献度で１００％の

評価を行う。 
 

授業計画 

第１回 オリエンテーション・講義の進め方（国際取引法の枠組み WTO、日本企業の海外進出） 
第２回 契約法ルールの日米比較、準拠法と裁判管轄、外国判決の承認・執行、国際仲裁 
第３回 製造物責任訴訟 
第４回 セクハラ訴訟 
第５回 国際知的財産権訴訟（日米比較）、独占禁止法 
第６回 英文契約書の目的・構成・種類、一般条項の読み方、国際秘密保持契約書 
第７回 英文契約書起案の手順（英文売買契約書の解説） 

第８回 英文売買契約書の実習 

第９回 英文販売代理店契約書の実習 

第１０回 英文ディストリビューター契約書の実習(1) 
第１１回 英文ディストリビューター契約書の実習(2) 
第１２回 英文ディストリビューター契約書の実習(3) 
第１３回 英文ディストリビューター契約書の実習(4) 
第１４回 英文ディストリビューター契約書の実習(5)（ゲストスピーカーを交えてディスカッション予定） 
第１５回 期末試験（テイクホーム試験） 

 

使用教材 

 教科書（購入必須）： 牧野和夫他著「国際取引法と契約実務[第２版]」中央経済社（2008年） 
 契約書実習に使用するオリジナルの仮想事例集（学生へ配布） 
 その他講義で指定する文献・情報、及び講義で配布する法令・判例等 

 

前提履修科目  とくになし 

 

  以上 
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単 位 
科 目  リサーチペーパー（前期）（後期） 

１または２ 

担 当  新屋 達之 

授業内容の概要 

本科目は、法学に関する学術論文の作成を目的とします。論文は、選択したテーマについて、従来の研究を

踏まえ、新たに分析（実証研究の場合は調査）を行い、自己の見解（実証研究の場合は知見）を提示するもの

である必要があります。実質的に、短めの修士論文を書くことに相当します。従って、まず選択した問題に関

する従来の研究論文を網羅的に収集検討することから作業を始めることになります。本学に所蔵しない文献の

収集については図書館スタッフに相談するようしてください。執筆方法・文献引用については、学術論文のス

タイルを踏まえることが求められます。 
なお、担当教員は運営全体の統括を担当するもので、実際の指導は、各履修学生の希望及び研究テーマによ

って選定され指導を引き受けた本学専任教員が行ないます。 
 
１．仮登録・正規登録 
（１）仮登録：履修希望者は、氏名、学生番号、テーマ、希望する指導専任教員、400字程度のテーマ説明を
A４用紙１枚に横書きし、前・後期とも仮履修登録時までに事務局に提出してください。その際、希望する指
導教員と事前に協議し、承諾を得ておくこと。 
（２）正規登録：前・後期とも各学期の通常の登録期間中とします。履修取消期間も、他科目と同一です。 
 
２．対象分野・分量 
法学（解釈論、実務分析、歴史的・哲学的・実証的研究、政策論等を含む）の全分野。ただし、専任教員の

中に指導教員が確保できるものとし、分量は１万字～２万字とします。 
 
３．前提履修科目 
特になし。ただし、指導を希望する教員に研究計画を説明して事前に了承を得ることが必要ですが、当該教

員がテーマないし当該学生の知識・学力などを考慮して指導を断ることもありえます。 
 
４．共同セミナー 
前・後期とも、学期開始直後に、学術論文の基本的作法その他について、担当教員が第１回共同セミナーを

行います。それまでの間に、選択したテーマに関する古典的文献や最近の研究業績を検索・検討し、テーマの

絞込みと整理に努めることを勧めます。事後の指導は、学生と論文指導にあたる担当教員相互のコンタクトに

よります。 
更に、最終授業日の約１ヶ月前に第２回共同セミナーを行い、論文作成の進行状況を確認するものとします。

なお、状況如何では、第1回、第2回の中間に臨時のセミナーを行なう予定です。 
 
５．ペーパー提出 
前・後期とも、提出期限は期末試験最終日の約１週間後とし、履修者は、指示に基づき、完成論文を事務局

に提出しなければなりません。 
 
６．成績評価 
合否の２段階評価。 

 
７．その他 

提出された論文は図書館に保存され、執筆者の承諾がある場合には、他の学生の閲覧にも供します。また、審査

の結果、優秀論文とされた場合、加筆・修正のうえ、本学紀要に掲載されることがあります。 

日程などの告知は、すべてTKCシステム「リサーチペーパー」欄によります。 
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